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別紙様式第 5-1 号

編 修 趣 意 書
（教育基本法との対照表）

※受理番号 学校 教科 種目 学年

107 - 82 高等学校 公民科 政治・経済
※発行者の番号・略称 ※教科書の記号・番号 ※教科書名

1.  編修の基本方針
 

「社会とつながる、未来へつながる」

新しい「政治・経済」教科書

(1) 理解に「つながる」  ：  思考・判断の基盤となる「確かな知識」を育む
•	わかりやすい本文と豊富な注により、基礎・基本を確実に理解することができます。

•	「レクチャー」のコーナーとデジタルコンテンツで、生徒のつまずきを解消します。

•	各章の冒頭で「公共」の学習内容との関連を示し、「公共」を踏まえた学習ができます。

(2) 思考が「つながる」  ：  問いと資料で「思考・判断・表現する力」を育て、対話的な学びへ 
•	グラフなどの資料を約 650 点掲載し、本文と資料を関連づけた学習が可能です。

•	資料活用を促す の問いで、資料読解の技能や考察力を伸ばすことができます。

•	対話的な学びを促す「トピック」のコーナーと の問いで、思考・判断・表現する力を深めます。

(3) 探究に「つながる」  ：自律的な学習に必要な「自ら課題を立て探究する力」を育てる 
•	各編 1、2 章では、「節の課題」と「項の課題」で学習の見通しを立て、「節のまとめの活動」で振り返る

「問いを活かした単元構成」で、課題追究的な学習ができます。

•	 「諸課題の探究」（各編 3 章）では、探究学習の流れを「探究課題の設定→つかむ→考える→まとめる・参加する」

の４段階で示し、探究の流れをより意識して学習できます。さらに、テーマごとに四つの「視点」を明示し、よ

り深い考察を促します。

(4) 将来に「つながる」  ： さまざまな “ 18 歳 ” に役立つ内容を提示
•	特設ページ「18 歳からの社会参加」では、成年年齢や選挙、金融、消費者などについて扱い、「18 歳成年」や

主権者教育を踏まえた指導に活用できます。さらに、労働、社会保障、外国人との共生などについて扱い、実生

活に直結した学習を行うことができます。

•	最新の社会情勢を反映し、現代の社会に対する理解や考察を深めることができます。

(5) Web に「つながる」  ：  端末を活用して学びを広げる「QR コンテンツ」を用意 
•	つまずきやすい事項を解説するスライドや、興味・関心を高める映像、大学入学共通テスト形式の「思考問題」

などのデジタルコンテンツを用意し、生徒が自学自習で学習を深め、広げていくことができます。

•	デジタルワークシートや法令集など、授業で活用できるコンテンツも用意しています。
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2.  対照表

■教科書全体に共通する要素
図書の構成・内容 特に意を用いた点や特色 該当箇所

トピック        ・	 現代的な諸課題を論題形式で取り上げて考察のポイントをわかりやすく解説
し、関連する資料と、対話的な活動を含むの問いをあわせて提示することで、
思考・判断・表現する力を総合的に育てることができるようにした。（第 1号・
第 2号）

23、45、55、81、
87 ページなど、
全体で 14箇所

レクチャー   ・	 需要曲線と供給曲線、物価変動の影響、金利変化の影響、国際収支表など、
生徒がつまずきやすいポイントについて、リンク先の「QRコンテンツ」も
含めてわかりやすく解説することで、無理なく確実に理解できるようにした。
（第 1号）

65、75、101、102、
107 ページなど、
全体で 19箇所

コラム            ・	 本文と関連する話題や、本文を深める内容などを取り上げることで、興味・
関心をもちながら学習に取り組むことができるようにした。（第 1号）

9、22、33、35、
36 ページなど、
全体で 27箇所

判例                   ・	 本文の内容に関連する判例を取り上げ、わかりやすく解説することで、判例
に親しむとともに、本文の内容に対する理解を深めることができるようにし
た。（第 1号）

34、36、37、39、
40 ページなど、
全体で 13箇所

マーク ・	 グラフや地図、表、写真などの資料に付記し、それらの読み取りや分析のポ
イントを示したり、複数の資料を関連づけた読み取りを促したりして、資料
読解の技能を確実に育てることができるようにした。（第 1号・第 2号）

8、10、11、12、
13 ページなど、
全体で 169 箇所

マーク ・	 すべての「トピック」に付記するとともに、側注欄にも適宜配置し、考察し
たり、話し合ったりする活動を紹介することで、思考・判断・表現する力を
育てることができるようにした。（第 1号・第 2号）

23、32、37、39、
45 ページなど、
全体で 32箇所

二次元コード／
「QR ○○」アイコン

ほか
QR資料 QR映像
QRリンク

 

・	 項目の冒頭などに掲載した二次元コードなどを通じて「QRコンテンツ」（イ
ンターネット上のデジタルコンテンツ）にアクセスできるようにすることで、
生徒が自学自習しやすいように配慮した。特に「レクチャー」のコーナーに
はよりわかりやすく解説するスライドやクイズを、「18 歳からの社会参加」
にはさらに興味・関心を高める追加資料を用意した。また、「QRコンテンツ」
が教科書の掲載内容と深く関連づいている箇所については、適宜「QR○○」
アイコンを配置し、よりいっそう「QRコンテンツ」を活用して学習を深め
やすくなるようにした。（第 1号・第 2号・第 3号）

8、12、17、18、
21 ページなど、
全体で 58箇所
（二次元コード）／
13、14、17、20、
29 ページなど、
全体で 108 箇所
（アイコン）

18 歳からの社会参加 ・	 成年になり選挙権を得る年齢である「18歳」にスポットライトをあて、「18
歳」になったら気をつけるべき点をわかりやすく解説することで、「政治・
経済」の学習を実生活へとつなげることができるようにした。また、それぞ
れ追加の資料を「QRコンテンツ」として用意した。（第 2号・第 3号）

16〜17、82〜83、
116〜117、
142〜143、
150〜151、
158〜159、
240〜241 ページ

章の導入 ・	 各章に、導入のページを見開き 2ページずつ設け、学習に関連する写真を大
きく掲載し、興味・関心を高めることができるようにした。また、各編 1、
2章の導入のページでは「公共」の学習内容との関連を模式図で示し、「公共」
を踏まえて学習できるようにした。（第 1号）

6〜7、84〜85、
160〜161、
176〜177、
208〜209、
242〜243 ページ

節の課題 ・	 各編 1、2章では、各節の冒頭に「節の課題」を設け、節ごとの学習のめあ
てが明確になるようにするとともに、見通しをもって学習することができる
ようにした。（第 1号）

8、29、52、70、
86 ページなど、
全体で 13箇所

節のまとめの活動 ・	 各編 1、2章では、各節の終末部に「節のまとめの活動」を設け、節ごとの
学習や「節の課題」を振り返り、まとめの活動を行うことで、学習をより深
められるようにした。（第 1号）

28、51、69、81、
93 ページなど、
全体で 13箇所

平易な文章 ・	 政治・経済のしくみを確実に理解し、その課題について幅広い視野から考察
できるように、文章を平易に記述した。（第 1号）

全体

豊富な資料 ・	 グラフや地図、表、写真などの資料を約 650 点掲載し、資料と本文を関連
づけることで確実に理解できるようにした。（第 1号）

全体
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■単元ごとの内容
図書の構成・内容 特に意を用いた点や特色 該当箇所

第 1 編 1 章
現代日本の政治

・	「社会契約説の比較」の表を掲載し、ホッブズ、ロック、ルソーの社会契
約説の違いをとらえやすくした。また、原典資料として『法の精神』『マ
グナ・カルタ』『権利章典』『アメリカ独立宣言』『人および市民の権利宣言』
『ワイマール憲法』などを掲載し、「法の支配」や基本的人権についての理
解を深めることができるようにした。（第 1号）

・	「法と民主政治」の項を設け、社会生活と法との関わりについて私法を中
心にわかりやすく記述することで、法的な見方・考え方を身につけること
ができるようにした。（第 1号）

・	 特設ページ「『18 歳になる』ということ」を設け、日本では 18 歳になる
と成年となることについて取り上げ、成年を迎えるにあたって必要とされ
ることに気づくことができるようにした。（第 3号）

・	 コラム「古代ギリシャの民主政治」や「ファシズムと全体主義」、トピッ
ク「これからの民主主義はどうあるべきか」を掲載し、民主主義のあり方
について考察を深めることができるようにした。（第 2号）

・	 コラム「緊急事態条項」や「選択的夫婦別姓」「外国人の人権」「日本の刑
事司法と冤罪」「性の多様性の尊重」を掲載し、現在の日本が抱える人権
に関する課題について理解を深めることができるようにした。（第 2号）

・	 トピック「ネット社会における人権保障の課題にどう対応するか」やコラ
ム「インターネットと政治」を取り上げ、インターネットが人権保障や政
治に与える影響について多面的・多角的に考察できるようにした。（第2号）

・	 トピック「議会における男女平等をどう実現するか」を設け、日本の政治
における男女平等のあり方について考察を深められるようにした。（第3号）

・	 三権分立や裁判員制度、国政選挙のしくみなど学習のポイントとなる箇所
に「QRコンテンツ」（デジタルコンテンツ）を用意し、理解しやすくした。

・	 レクチャー「日本の国政選挙のしくみ」やトピック「日本の『政治の座標
軸』はどうなっているか」を掲載し、日本の政治や選挙についての理解を
深めることができるようにした。さらに、特設ページ「選挙権の行使と政
治参加」を設け、投票のしかたや選挙運動の注意点などについて「QRコ
ンテンツ」（デジタルコンテンツ）も用いてわかりやすく解説し、主権者
教育に活用できるようにした。（第 3号）

10、11、13、18、
19 ページ

12〜15 ページ

16〜17 ページ

9、22、23 ページ

33、35、36、38、
43 ページ

45、80 ページ

55ページ

52、65、75 ページ

75、81、82〜83 ページ

第 1 編 2 章
現代日本の経済

・	 抽象的な経済思想について、模式図「資本主義と社会主義の歩み」と表「経
済思想の歩み」を掲載し、時系列の変化と各思想の比較を通じて理解でき
るようにした。（第 1号）

・	 コラム「政策と合理的意思決定」を設けて行動経済学を取り上げ、経済的
な見方・考え方を身近な生活に活用することの意義に気づくことができる
ようにした。（第 1号）

・	 トピック「『資本』とは何か」や「これからの企業はどうあるべきか」「格
差を解消するにはどうすればよいか」を設け、現在の日本経済の課題につ
いて考察を深めることができるようにした。（第 1号）

・	 需要曲線と供給曲線、景気変動、物価変動の影響、金利変化の影響、信用
創造、少子高齢化と人口減少といった、生徒が苦手としがちな内容につい
て、「レクチャー」を設け、「QRコンテンツ」（デジタルコンテンツ）も
活用しながら確実に理解できるようにした。（第 1号）

・	 近年の日本の金融政策についての扱いを充実させるとともに、特設ページ
「ライフプランと金融」を設け、自立した経済生活を営んでいくために必
要な金融リテラシーを身につけることができるように工夫した。（第 2号）

・	「公害と環境保全」の項では、明治期から高度経済成長期の公害問題から、
海洋プラスチックごみや PFAS などの現代的な課題まで幅広く記述し、環
境の保全に寄与する態度を養うことができるようにした。（第 4号）

・	 特設ページ「消費者市民社会の実現に向けて」を設け、自立した消費者と
して必要な知識や考え方を身につけることができるようにした。（第 3号）

・	 特設ページ「『働く』ことを考える」「ライフステージと社会保障」を設け、
学習した内容を実生活と結びつけてとらえられるようにした。（第 2号）

90、91 ページ

93ページ

87、99、131 ページ

101、102、107、111、
112、130 ページ

114〜115、
116〜117 ページ

132〜134 ページ

142〜143 ページ

150〜151、
158〜159 ページ

第 1 編 3 章
現代日本の
諸課題の探究

・	「多様な働き方・生き方の実現」のテーマでは労働におけるジェンダー平
等の例を取り上げ、男女平等を志向する態度を身につけることができるよ
うにした。（第 3号）

・	「日本の財政の健全化」のテーマを設け、日本の福祉国家としてのあり方
について主権者、納税者の立場から考察できるようにした。（第 3号）

・	「防災と安全・安心な社会の実現」のテーマを設け、身近な地域における
防災・減災のあり方について、地域社会の一員として主体的に考察できる
ようにした。（第 3号）

166〜167 ページ

170〜171 ページ

174〜175 ページ
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図書の構成・内容 特に意を用いた点や特色 該当箇所

第 2 編 1 章
現代の国際政治

・	 冷戦期の分断国家や、冷戦後の旧ソ連・欧米の状況、「アラブの春」の広
がりなどを示す多彩な地図を豊富に掲載し、地理的な位置や分布を踏まえ
て学習できるようにした。（第 1号）

・	「冷戦後の国際関係と日本」の項を設け、最新の国際社会の動向をわかり
やすく解説した。特に中国についてはコラム「中国の台頭」を設け、中国
台頭後の国際関係のあり方について考察できるようにした。（第 1号）

・	「地域主義の動き」の項を設け、EUをはじめとする地域主義の動きを国際
政治の側面からも理解できるようにした。（第 1号）

・	 章全体を通じて、国際社会と日本との関わりについてたびたび言及するこ
とで、国際的な視点から日本のあり方をとらえることができるように工夫
した。特に「国際社会における日本の役割」の項では、トピック「日本の
ODAはどうあるべきか」を設け、国際社会における日本の役割について
考察を深めることができるようにした。（第 5号）

186、187、190、192、
195 ページ  など

190〜193 ページ

194〜196 ページ

204〜207 ページ

第 2 編 2 章
現代の国際経済

・	 比較生産費説、外国為替、円高と円安、国際収支表といった、生徒が苦手
としがちな内容について、「レクチャー」を設け、「QRコンテンツ」（デ
ジタルコンテンツ）も活用しながら確実に理解できるようにした。また、
為替レートの変動要因や国際金融のトリレンマについてもデジタルコンテ
ンツを用意した。（第 1号）

・	「世界経済のグローバル化と情報化」の項を設け、経済のグローバル化と
ともに急速に進む情報化・デジタル化について扱い、プラットフォーマー
の経済活動やアテンション・エコノミーの拡大など、現代的な課題につい
て理解し、考察できるようにした。（第 1号）

・	「地球環境問題」と「資源・エネルギー問題」の項を分けて扱い、内容を
充実させるとともに、トピック「日本のエネルギー供給はどうあるべきか」
を設けて、環境保護に向けた国際協力や日本のエネルギーのあり方につい
て考察を深めることができるようにした。（第 4号）

・	「人口・貧困・感染症」の項を設け、人口問題や貧困、移民、感染症など
の問題について、相互に関連づけながら考察できるようにした。（第 1号）

・	 持続可能な社会の形成について、フェアトレード、マイクロファイナンス
などのさまざまな取り組みを紹介するとともに、持続可能な開発目標
（SDGs）についての「レクチャー」を設け、持続可能な社会の形成に主体
的に参加する態度を養うことができるようにした。（第 3号・第 4号）

・	 コラム「『ポスト・グローバル化』」を設け、現代の国際社会の課題を総括
的に振り返るとともに、今後のあり方について考察を深めることができる
ようにした。（第 1号）

・	 特設ページ「『国際社会』とかかわる」を設け、身近に利用する店舗や商品、
高校入試などのテーマから国際化について取り扱うことで、実生活と国際
社会とのつながりをとらえることができるようにした。（第 1号）

210、211、212、213、
214、226 ページ

224〜227 ページ

228〜230、
231〜233 ページ

234〜238 ページ

237〜238 ページ

239 ページ

240〜241 ページ

第 2 編 3 章
国際社会の
諸課題の探究

・	「グローバル化にともなう社会変容」のテーマを設け、日本における在留
外国人の増加と多文化共生の例を取り上げることで、異なる文化を受け容
れ「他者」と共生していく態度を養うことができるようにした。（第 2号）

・	「イノベーションの促進と成長市場」のテーマを設け、人工知能（AI）の
例を通じて、情報化・デジタル化が経済や社会に及ぼす影響について多面
的・多角的に考察できるようにした。（第 1号）

・	「民族問題と紛争の解決」のテーマでは、パレスチナ問題を例にあげ、異
なる宗教・民族の共生について考察できるようにした。（第 2号）

・	「持続可能な社会の実現」のテーマを設け、持続可能な社会の形成に向け
て自らにできることを考えることを通じて、よりよい社会の形成に参加す
る態度を養うことができるようにした。（第 3号・第 4号）

244〜245 ページ

250〜251 ページ

252〜253 ページ

254〜255 ページ

巻頭・巻末 ・	 冒頭に「はじめに」として「『公共』から『政治・経済』へ」を掲載し、「公
共」の学習のポイントを示すことで、「公共」の学習内容の振り返りから
無理なく「政治・経済」の学習へと導入できるようにした。（第 1号）

・	 巻末には日本国憲法・大日本帝国憲法を掲載するとともに、「QRコンテ
ンツ」（デジタルコンテンツ）で 30の法令を取り上げ、学習に重要な法令
を適宜参照しながら学習できるようにした。（第 1号）

・	 巻末に「学習を深めるキーワード集」を掲載し、「政治・経済」の学習に
おいて特に複数の領域に関わるキーワードを取り上げ、関連するおもな
ページを示しながら学習を振り返ることで、各領域を密接に関連づけてと
らえて学習できるようにした。（第 1号）

表紙裏

257〜261 ページ

266〜267 ページ
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3.  上記の記載事項以外に特に意を用いた点や特色

(1) 造本上の工夫 
•	A5 判と B5 判の中間にあたる特殊な判型（B5 変型判）を採用した。このことにより、本文ページに側注欄

を設け、資料やコラム類の掲載点数を増やすとともに、学習を助ける多様な「問い」を掲載するなど、コン

パクトかつ充実した紙面を実現した。

•	生徒の負担に配慮し、軽量な紙を採用した。

(2) 特別支援教育・インクルーシブ教育への配慮 
•	教科書全体を通してユニバーサルデザインフォント（UD フォント）を使用し、文字の視認性を高め、読み

取りやすさを向上させた。

•	カラーユニバーサルデザイン（CUD）に配慮し、色覚特性がある生徒にも見分けやすい色を使用するとともに、

グラフなどでは凡例をできるだけ使用せず図中に直接示すようにしたり、読み取りづらい破線や点線を極力

減らしたりした。

•	「QR コンテンツ」として、教科書の本文を AI 音声で読み上げた「読み上げ音声」を用意し、視覚のみでな

く聴覚でも教科書を活用した学習ができるようにした。

(3) 環境への配慮 
•	環境に配慮して、再生紙と植物油インキを使用するとともに、印刷業界団体が定めた環境配慮基準を満たす　

「グリーンプリンティング認定工場」で印刷した。
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別紙様式第 5-2 号

編 修 趣 意 書
（学習指導要領との対照表、配当授業時数表）

※受理番号 学校 教科 種目 学年

107 - 82 高等学校 公民科 政治・経済
※発行者の番号・略称 ※教科書の記号・番号 ※教科書名

1.  編修上特に意を用いた点や特色
 
※以下のページ数は、教科書内でのページ数を示す。

(1) 主体的・対話的で深い学びの実現に向けた「問い」の充実
①〔課題・問いを軸にした学習の構造化〕各節の導入部には学習の見通しをもたせる「節の課題」を提示した。
さらに、終結部の「節のまとめの活動」では複数の項の学習を束ねるための活動を示唆し、「節の課題を振り
返ろう」と「節の課題に取り組もう」で具体的なまとめの活動を例示した。これらにより、節単位で学習を構
造化し、主体的な学びを促すようにした。さらに、各項（本文ページ）に、節の課題を具体化した三つの問い（項
の課題）を掲載することで、問いを常に意識しながら各項の学習を進めることができるようにした。

導入部 展開部 終結部（節のまとめの活動）
節の課題

よりよい民主政治
を実現するために
は、どのようなこ
とが必要だろうか。

➡

項の課題
政治は社会のなか
でなぜ必要になる
のだろうか。

（項ごとに 3 点）
➡

項の学習を束ねる
政治参加の重要性がしば
しば説かれるのはなぜか、
民主主義の理念や、現代
における民主政治の状況
に着目して考えてみよう。

（節ごとに 2 点）

節の課題に取り組む
よりよい民主政治のために何が
必要か、この節で学習した、法
や人権、少数派集団（マイノリ
ティ）などの観点に着目して、
自分の考えをまとめよう。

▲節の学習の構造（第 1 編 1 章 1 節の例）

②〔思考・判断を促す問いの工夫〕節・項の問いには、主として
知識・理解を問う「どのように」型の疑問に加え、思考・判
断を促す「なぜ」型や、社会参加を促す「どうするか」型の
疑問を適宜取り入れることで、思考・判断する力を高めるこ
とができるようにした。

③〔主体的・対話的な学びを促す「トピック」〕主体的・対話的
な学びの場面として、現代的な諸課題を論題形式で取り上げ
る「トピック」を設け、考察や議論を促す！の問いを付記した。
また、「トピック」以外にも、 の問いを側注欄に適宜掲載し、
学習を深めることができるようにした。

④〔掲載資料の増加と資料活用を促す の問い〕B5 変型判の判型を活かして、グラフや写真などの資料を約 650
点掲載するとともに、本文に図番号を付すことで本文と資料を関連づけて学習できるようにした。さらに、資
料には適宜、読み取りや分析を促す の問いを付記し、読解のポイントを示したり、複数の資料を関連づけた
読解・考察を促したりすることで、資料の効果的な活用を図ることができるようにした。

節の課題を振り返る

▲「トピック」の例（p.149）
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 (2) 探究の流れと考察の視点がわかりやすい紙面構成
①〔探究の流れの明示〕各編 3章の「諸課題の探究」では、探究の流れを「探究課題の設定→つかむ→考える→
まとめる・参加する」の 4段階で明示し、探究の流れを意識して学習を展開できるようにするとともに、社会
参加への意欲を高めることができるようにした。さらに、探究学習で必要とされる技能等をQRコンテンツ（デ
ジタルコンテンツ）の「探究のスキル」で詳しく解説することで、探究学習を円滑に展開できるように工夫した。

②〔「視点」の明示〕「諸課題の探究」では、「考える」の段階に四つの「視点」を明示することで、「見方・考え方」
を意識した深い学びを実現できるようにした。また、上述の「節のまとめの活動」や の問い・ の問いにお
いても適宜、読解や考察の視点（観点）を明示した。

　　　　　　 　　　  ▲「諸課題の探究」の例（p.250 〜 251）

 (3)「18 歳選挙権」や「18 歳成年」に対応する内容の充実
①〔「18 歳からの社会参加」の拡充〕成年になり選挙権を得る年齢である「18歳」にクローズアップした特設ペー
ジである「18歳からの社会参加」を拡充し、成年年齢（p.16 〜 17）、選挙と政治参加（p.82 〜 83）、金融商品（p.116
〜 117）、消費者市民社会（p.142 〜 143）、労働（p.150 〜 151）、社会保障（p.158 〜 159）、身近な国際化（p.240 〜 241）
の 7テーマとした（下線を付した 2テーマを新設）。「政治・経済」の学習をよりいっそう実生活へと活かすこ
とができるようにページを刷新したほか、QRコンテンツ（デジタルコンテンツ）として追加の資料やWebサ
イトへのリンクを全テーマに設け、生徒が興味をもって学習に取り組むことができるようにした。

　　　　　　 　　　  ▲「18 歳からの社会参加」の例（p.150 〜 151）
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 (4) 学びやすさに配慮した構成・配列
①〔「公共」からの接続〕教科書の冒頭に「『公共』から『政治・経済』へ」を掲載し、「公共」の学習の振り返り
を通じて円滑に「政治・経済」の学習へと導入できるようにした。また、各編 1、2章の冒頭（p.6 など）に、「公
共」と「政治・経済」の学習内容のつながりを示す模式図を掲載し、「公共」での学習を意識しながら学習を
展開できるようにした。

②〔全体の構成〕学習指導要領を踏まえた 2編構成とし、第 1編ではおもに国内の事象を、第 2編ではおもに国
際的な事象を取り上げた。また、2編とも、第 1章では「政治」、第 2章では「経済」、第 3章では「諸課題の
探究」を取り上げるという共通の章構成を採用し、第 1、2章での学習を踏まえて第 3章の「諸課題の探究」
を展開できるようにした。なお、こうした編・章の構成が視覚的にわかりやすいよう、各編・章ごとに異なる
色のツメ（インデックス）をページ下部に設け、検索しやすくした。

③〔生活に関わる内容を扱う節の独立〕第 1編 2章 5節（p.140 〜 159）として「国民の生活と福祉の課題」を新設し、
消費者問題・雇用と労働問題・社会保障と福祉の３項目を独立した節で扱う形とし、実生活へと活かしやすい
内容をまとめて指導しやすくした。さらに、３項目それぞれに対応する「18歳からの社会参加」を設ける構成
とし、内容の充実を図るとともに、生徒が自分事としてとらえやすくなるようにした。

④〔「この教科書の使い方」の新設〕巻頭の p.4 〜 5に「この教科書の使い方」のページを新設し、教科書全体の
構成や学習の進め方、 の問い・ の問いの趣旨や活用のしかたについて解説を加えたほか、QRコンテンツ（デ
ジタルコンテンツ）の類型についても解説を加え、教科書を活用した学びを展開しやすくした。

⑤〔「学習を深めるキーワード集」の新設と索引の充実〕巻末の p.266 〜 267 に「学習を深めるキーワード集」
のページを新設し、「政治・経済」の学習において複数の分野にまたがって扱われるキーワードの例を紹介す
ることで、各分野での学習を結びつけてとらえ、さらに深めることができるようにした。また、p.268 〜 272
の索引には、複数ページを示す場合は重要度の高いページを赤字で示すことで学習しやすさに配慮したほか、
掲載内容を改めて見直すとともに、語数も 1496 と 25 語増強し、参照性をよりいっそう高めた。

 (5) 現代的な諸課題の扱いの充実
①〔ジェンダーおよび性的マイノリティに関する内容の充実〕日本におけるジェンダー平等について政治・経済
の両面からとらえることができるよう、第 1編 1章でコラム「選択的夫婦別姓」（p.35）およびトピック「議会
における男女平等」（p.55）を、第 1編 2章でトピック「男女間の賃金格差」（p.149）を、また第 1編 3章の「諸
課題の探究」の一つとして「性別にかかわらず働きやすい労働環境」（p.166 〜 167）を取り上げた。また、性的
マイノリティについての理解を図るために、第 1編 1章でコラム「性の多様性の尊重」（p.43）を掲載した。

②〔多文化共生に関する内容の充実〕日本における在留外国人の増加と多文化共生について広い視野から考察で
きるよう、コラム「外国人の人権」（p.36）やコラム「外国人住民の社会参加」（p.69）、本文「増加する外国人労
働者」（p.148）、「国際人口移動の増加」（p.236）を設け、さらに、「18歳からの社会参加」のテーマとして「『国
際社会』とかかわる」（p.240 〜 241）を取り上げ、第 2編 3章の「諸課題の探究」の一つとして「多文化共生の
実現」（p.244 〜 245）を取り上げることで、身近な地域に落とし込んで考えることができるように工夫した。

③〔情報化・デジタル化に関する内容の充実〕世界で急速に進展しつつある情報化・デジタル化とその社会的影
響について多面的・多角的に考察できるよう、トピック「ネット社会における人権保障の課題にどう対応するか」
（p.45）では個人情報の保護や SNSなどでの誹謗中傷の問題、コラム「インターネットと政治」（p.80）では偽情報・
誤情報やエコーチェンバー、フィルターバブルなどの問題について新たに取り上げた。また、第 2編 2章 2節
には「世界経済のグローバル化と情報化」（p.224 〜 227）の項を設け、GAFAなどのプラットフォーマーの活動
やアテンション・エコノミーの課題などについて取り上げた。さらに第 2編 3章では「諸課題の探究」の探究
課題の一つとして「人工知能（AI）」（p.250 〜 251）を新たに取り上げることで、情報化・デジタル化と社会のあ
り方についてより具体的に探究できるようにした。
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④〔最新の国際情勢の反映〕第 2編 1章の「冷戦後の国際関係と日本」（p.190 〜 193）や、第 2編 3章の「民族問
題と紛争の解決」（p.252 〜 253）の記述を更新し、パレスチナ問題などについて増補したほか、第 2編 2章には
コラム「『ポスト・グローバル化』」（p.239）を新設し、第 2編全体の学習を踏まえて、現代の国際社会が直面す
る課題について詳しく記述した。

⑤〔SDGs・持続可能な社会に関する内容の充実〕レクチャー「持続可能な開発目標（SDGs）」（p.238）を設けて
SDGs の基礎を押さえることができるようにするとともに、第 2編 3章の「持続可能な社会の実現」（p.254 〜
255）では SDGs の達成に向けた取り組みや日本の達成度について取り上げ、持続可能な社会の形成に主体的に
参加する態度を養うことができるように配慮した。

(6)「個に応じた指導」への対応
①〔メリハリのある紙面構成〕全国の先生方からのご意見や、大学入学共通テストの出題傾向などを踏まえて、
習得すべき学習内容を網羅した。また、本文や注釈、コラム類を使い分けることでメリハリをもたせた紙面構
成とし、さまざまな指導を行えるように配慮した。

②〔丁寧な解説とデジタルコンテンツでつまずきを解消する「レクチャー」〕需要曲線と供給曲線、金利変化の影響、
国際収支表といった生徒がつまずきやすい事項については、「レクチャー」のコーナーを設けて丁寧に解説す
るとともに、「QRコンテンツ」（(6) ③参照）としてスライド解説やクイズへとリンクさせることで、無理なく
確実に習得できるように工夫した。

裁判員制度（p.65） 物価変動と暮らし（p.108） 世界の紛争地図（p.202 〜 203）
日本の国政選挙のしくみ（p.75) 金利の変化と暮らし（p.111） 日本の領土をめぐる問題（p.205）

需要曲線と供給曲線①
　―価格の決定と曲線の移動（p.101）

信用創造（p.112） 比較生産費説（p.210）
少子高齢化と人口減少（p.130） 外国為替（p.211）

需要曲線と供給曲線②
　―曲線の傾き（p.102）

国家の領域（p.178） 円高と円安（p.212）
条約の締結過程（p.180） 国際収支表（p.214）

景気変動（景気循環）（p.107） 勢力均衡と集団安全保障（p.182） 持続可能な開発目標（SDGs）（p.238）

　    ▲「レクチャー」一覧

③〔自学自習に活用できる「QR コンテンツ」〕項目の冒頭などに設置された二次元コード（計 58 箇所）などを
通じて「QRコンテンツ」（デジタルコンテンツ）にアクセスできるようにした。また、「QRコンテンツ」が教
科書の掲載内容と深く関連づいている箇所については、適宜「QR○○」アイコン（「QR映像」「QR解説」など）
を配置し、よりいっそう「QRコンテンツ」を活用して学習を深めやすくなるようにした。

■映像（計 25 点）…学習内容と関連する映像資料
日本国憲法の制定／アメリカ軍基地と沖縄／国会とは／内閣とは／最高裁判所とは／
民事裁判とは／刑事裁判とは／裁判員制度とは／日本の選挙制度／
マスメディアと世論／株式会社のしくみ／株式会社の誕生／債券のしくみ／
日本銀行の役割／リスクとリターン／財政とは／長時間労働と過労死／
社会保障制度とは／安全保障理事会とは／ウクライナ侵攻と難民／ ODA とは／
円高・円安とは／ GATT と WTO ／飢餓はなぜ起こるのか／フェアトレード

■デジタルワークシート（計 23 点）
　…「トピック」のコーナーに対応した、
　　書き込み可能な思考ツールなど

■「思考問題セレクション」（計 25 題）
　…資料などを読み取って考える、
　　大学入学共通テスト形式の演習問題

問題編と解答編で構成、各編１、2 章の各節に用意

■ポイント解説（計 29 点）…「レクチャー」などに対応した解説・練習問題
「レクチャー」に対応した 19 点／三権の抑制と均衡／日本の裁判制度／
バランスシート／外部不経済の内部化／国民経済計算／金融政策／財政政策／
労働基準法のおもな内容／為替レートの変動要因／国際金融のトリレンマ

■読み上げ音声（計 60 点）
　…教科書の本文を AI 音声で読み上げたもの

節ごと・項ごとに用意、再生速度調整機能を搭載

■「18 歳からの社会参加」デジタル資料（計 7 点）
　…特設ページ「18 歳からの社会参加」に関連した資料や補足説明

すべての「18 歳からの社会参加」に用意

■探究のスキル（計 4 点）
　…「諸課題の探究」などで活用できる、
　　探究の流れやスキルについての資料

■デジタル法令集（計 30 法令）　…教科書に登場するおもな法令の条文
日本国憲法（解説つき）／大日本帝国憲法（解説つき）／教育基本法／男女共同参画社会基本法／地方自治法／環境基本法／個人情報保護法／情
報公開法／民法／刑法／刑事訴訟法／労働基準法／労働組合法／労働関係調整法／労働契約法／男女雇用機会均等法／障害者基本法／
独占禁止法／消費者基本法／消費者契約法／部落差別解消推進法／アイヌ施策推進法／国際連合憲章／世界人権宣言／国際人権規約／
人種差別撤廃条約／女子差別撤廃条約／子どもの権利条約／障害者権利条約／日米相互協力及び安全保障条約

　    ▲おもな「QR コンテンツ」の一覧
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2. 対照表

図書の構成・内容 学習指導要領の内容 該当箇所 配当時数

「公共」から「政治・経済」へ A-(1)(2)、B-(1)(2) 表紙裏〜１ページ -

第 1 編　現代日本の政治と経済 A-(1)(2) 6 〜 175 ページ 49

　第 1 章　現代日本の政治

　　　1 節　民主政治の基本原理

　　　2 節　日本国憲法の基本原理

　　　3 節　日本の政治機構

　　　4 節　現代政治の特質と課題

A-(1) ア ( ｱ )( ｳ )、イ ( ｱ )( ｲ )

A-(1) ア ( ｱ )( ｳ )

A-(1) ア ( ｱ )( ｳ )、イ ( ｱ )

A-(1) ア ( ｱ )( ｳ )、イ ( ｱ )

A-(1) ア ( ｱ )( ｳ )、イ ( ｲ )

6 〜 83 ページ

8 〜 28 ページ

29 〜 51 ページ

52 〜 69 ページ

70 〜 83 ページ

23

　第 2 章　現代日本の経済

　　　1 節　現代の資本主義経済

　　　2 節　現代経済のしくみ

　　　3 節　日本経済の発展と現状

　　　4 節　経済活動と産業の課題

　　　5 節　国民の生活と福祉の課題

A-(1) ア ( ｲ )( ｳ )、イ ( ｳ )( ｴ )

A-(1) ア ( ｲ )( ｳ )

A-(1) ア ( ｲ )( ｳ )、イ ( ｴ )

A-(1) ア ( ｲ )( ｳ )

A-(1) ア ( ｲ )( ｳ )、イ ( ｳ )

A-(1) ア ( ｲ )( ｳ )、イ ( ｳ )

84 〜 159 ページ

86 〜 93 ページ

94 〜 122 ページ

123 〜 131 ページ

132 〜 139 ページ

140 〜 159 ページ

23

　第 3 章　現代日本の諸課題の探究 A-(2) 160 〜 175 ページ 3

第 2 編　グローバル化する国際社会 B-(1)(2) 176 〜 255 ページ 21

　第 1 章　現代の国際政治

　　　1 節　国際政治のしくみ

　　　2 節　複雑化する国際政治と日本

B-(1) ア ( ｱ )( ｳ )、イ ( ｱ )( ｲ )

B-(1) ア ( ｱ )( ｳ )、イ ( ｱ )

B-(1) ア ( ｱ )( ｳ )、イ ( ｱ )( ｲ )

176 〜 207 ページ

178 〜 185 ページ

186 〜 207 ページ

9

　第 2 章　現代の国際経済

　　　1 節　国民経済と国際経済

　　　2 節　世界経済の現状と課題

B-(1) ア ( ｲ )( ｳ )、イ ( ｳ )( ｴ )

B-(1) ア ( ｲ )( ｳ )、イ ( ｳ )( ｴ )

B-(1) ア ( ｲ )( ｳ )、イ ( ｳ )( ｴ )

208 〜 241 ページ

210 〜 223 ページ

224 〜 241 ページ

9

　第 3 章　国際社会の諸課題の探究 B-(2) 242 〜 255 ページ 3

参考資料 A-(1)(2)、B-(1)(2) 256 〜 267 ページ -

計 70



　　(下段は初出の箇所、ページ数）

俯 瞰 洩 菱 鞆 冤 僭 杖 蒙
巻頭1 巻頭1 2 2 2 3 9 10 11

呵 楯 蹂 躙 熙 按 伊 欽 弼
12 13 20 20 28 29 29 29 29

輔 攬 烝 絆 廟 靖 祀 巌 斡
29 29 30 35 37 37 37 38 42

幌 誹 謗 晋 嘉 瑞 忖 惟 苫
43 45 45 47 48 48 59 60 64

乖 堰 笠 嵩 諫 鳩 菅 彦 拮
64 67 67 67 67 73 73 73 74

柏 梭 弘 蘭 牽 兌 紐 焉 沫
85 88 92 98 99 109 109 123 127

俣 阿 嗜 恤 鳳 涵 槌 舵 灌
132 132 136 152 168 172 174 176 176

漑 洲 膠 奄 梃 鄧 尖 劉 疆
176 183 187 187 192 193 193 193 193

熾 曝 脆 痺 詫 李 埠 磋 琢
197 197 201 201 204 205 209 220 220

釧 頁 莫 智 旱 魃 幡 嶼 瀕
229 231 232 239 242 242 244 246 246

琉 之 此 於 其 詢 邇 稔 芦
253 261 261 261 261 261 264 264 264

鷹 湛 赳 敦 饉 佑 孜 渕 爺
264 264 264 264 264 264 265 265 265

桐
265

常用漢字以外の使用漢字一覧表
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ページ 名　　　　　称 種別 名　　　　　称 ページ 著作者等 発行者 発行年次等

巻頭1 日本政治 写真 ㈱時事通信フォト 33713527
巻頭1 日本経済 写真 ㈱共同通信イメージズ 2024080806005
巻頭1 国際政治 写真 ㈱アフロ 11195398
巻頭1 国際経済 写真 ㈱時事通信フォト 27339650
巻頭1 諸課題の探究 写真 ㈱アフロ 199208493
1 「公共」で学習したおもな領域 表 自社作成
5 映像・音声 写真 NHK
5 解説 写真 自社作成
5 デジタルワークシート 写真 自社作成
5 演習問題 写真 自社作成
6 「公共」のおもな学習内容・「政治・経済」での学習 図 自社作成
7 北欧諸国で選挙前に設置される「選挙小屋」（左） 写真 サイネット㈱ SPE2K081C7
7 北欧諸国で選挙前に設置される「選挙小屋」（右） 写真 サイネット㈱ SPE2K081CG
7 衆議院議員総選挙の開票の様子 写真 ㈱時事通信フォト 82392201
7 日本国憲法の施行を記念して銀座を走る「花電車」 写真 ㈱朝日新聞社 P160303001861
8 主権の意味 表 自社作成
8 国家の三要素 挿絵 自社作成
9 アメリカ独立宣言の署名 写真 サイネット㈱ PHT110208443
9 フランス革命 写真 サイネット㈱ AKG110392152
9 アテネのアクロポリスとパルテノン神殿 写真 サイネット㈱ STV110073976
10 『リバイアサン』のとびら絵 写真 サイネット㈱ AKG110391750
10 社会契約説の比較　ホッブス（イギリス） 写真 サイネット㈱ GRA110017292
10 社会契約説の比較　ロック（イギリス） 写真 サイネット㈱ SPEH2H7BN
10 社会契約説の比較　ルソー（フランス） 写真 ㈱アフロ 229830135
11 ロックとモンテスキューの権力分立論 図 自社作成
11 モンテスキュー 写真 ㈱アフロ 26074455
11 法の精神 文字資料 法の精神 130 井上堯裕訳 中央公論新社 2016年 左記出典より引用
12 法と社会規範の関係 図 自社作成
12 近代法のおもな原則 表 自社作成
12 法の分類 図 自社作成
12 「人の支配」と「法の支配」 図 自社作成
13 エドワード・コーク 写真 サイネット㈱ GRA110046309
13 マグナ・カルタ 文字資料 人権宣言集 40-46 高木八尺ほか編 岩波書店 1957年 左記出典より引用
13 権利章典 文字資料 人権宣言集 82 高木八尺ほか編 岩波書店 1957年 左記出典より引用
14 近代憲法の特色 図 自社作成
14 民法の構成 表 自社作成
15 契約の成立 図 自社作成
15 人の一生と法律 挿絵 自社作成
16 タイトルイラスト（「18歳になる」ということ） 挿絵 自社作成
16 タイトルイラスト（「18歳になる」ということ） 挿絵 自社作成
16 タイトルイラスト（選挙権の行使と政治参加） 挿絵 自社作成
16 タイトルイラスト（ライフプランと金融） 挿絵 自社作成
16 タイトルイラスト（消費者市民社会の実現に向けて） 挿絵 自社作成
16 タイトルイラスト（「働く」ことを考える） 挿絵 自社作成
16 タイトルイラスト（ライフステージと社会保障） 挿絵 自社作成
16 タイトルイラスト（「国際社会」とかかわる） 挿絵 自社作成
16 フランス・バンジュー村で18歳で村長選挙に当選した、ユ

ゴー・ビオレ村長
写真 ㈱時事通信フォト 70365871

17 高校生による裁判員裁判の模擬体験 写真 ㈱朝日新聞社 P241020000181
17 18歳・20歳でできるようになるおもな事項と、根拠となる法 表 自社作成
18 フランス人権宣言を描いた絵画 写真 サイネット㈱ SPE2JK4NK2
18 アメリカ独立宣言 文字資料 人権宣言集 114 高木八尺ほか編 岩波書店 1957年 左記出典より引用
18 人および市民の権利宣言 文字資料 人権宣言集 131-133 高木八尺ほか編 岩波書店 1957年 左記出典より引用
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申　　請　　図　　書 出　　　　　　　　典
備　　　考
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19 民主主義と人権保障の歩み 年表 自社作成
19 ワイマール憲法 文字資料 人権宣言集 212-215 高木八尺ほか編 岩波書店 1957年 左記出典より引用
20 国連における主要な人権条約 表 自社作成
21 演説するリンカン 写真 サイネット㈱ GRA110007559
21 チャーティスト運動 写真 ㈱ユニフォトプレスイ

ンターナショナル
MAE_10023026

21 スイスの直接民主制 写真 ㈱アフロ 231612758
21 国別・男女別普通選挙権の実現 グラフ 自社作成
22 群衆に応えるアルゼンチンのフアン・ペロン大統領と妻のエ

バ・ペロン
写真 ゲッティ・イメージ

ズ・セールス・ジャパ
ン合同会社

104404495

22 ナチスの集会でのヒトラー 写真 ㈱ユニフォトプレスイ
ンターナショナル

SVD_00000264

23 スイスの言語地図 地図 Schweizerischer Mittelschulatlas 左記出典等をもとに自社作成

23 討論型世論調査の討論の様子 写真 ㈱時事通信フォト 13067689
23 討論型世論調査による意見の変化 グラフ エネルギー・環境の選択肢に関する討

論型世論調査 調査報告書
エネルギー・環境の選
択肢に関する討論型世
論調査実行委員会

左記出典等をもとに自社作成

24 イギリス下院の議場 写真 ㈱時事通信フォト 65939434

24 イギリスの政治機構 図 自社作成

25 アメリカ大統領就任式 写真 ㈱時事通信フォト 83519394

25 ドイツの政治機構 図 自社作成

25 フランスの政治機構 図 自社作成

26 アメリカ連邦議会議事堂を占拠する人々 写真 ㈱アフロ 151551943

26 アメリカ大統領選挙の流れ 図 自社作成

26 アメリカの政治機構 図 自社作成

27 全国人民代表大会 写真 ㈱時事通信フォト 48213088

27 香港での民主化デモ 写真 ㈱アフロ 105419694

27 ロシア連邦の政治機構 図 自社作成

27 中国の政治機構 図 自社作成

28 イラン革命 写真 ㈱時事通信フォト 54074538

28 ムスリム（イスラーム教徒）の世界分布 地図 イスラーム研究ハンドブック 456 三浦徹ほか編 栄光教育文化研究所 1995年 左記出典等をもとに自社作成

29 日本国憲法成立前史 年表 自社作成

30 憲法政府案に関する世論調査 グラフ 毎日新聞 1946/5/27朝刊 2 毎日新聞社 左記出典等をもとに自社作成

30 明治憲法下の政治機構 図 自社作成

30 日本国憲法の制定過程 年表 自社作成

31 天皇の国事行為 表 自社作成

31 戦後初の衆議院議員総選挙の投票風景 写真 ㈱アフロ 6629617

31 日本初の女性議員 写真 ㈱アフロ 165153695

31 日本国憲法と大日本帝国憲法の比較 表 自社作成

32 『あたらしい憲法のはなし』のさし絵 写真 自社撮影

32 『あたらしい憲法のはなし』 文字資料 あたらしい憲法のはなし 文部省 左記資料より引用

33 国民投票用紙 写真 総務省

33 憲法改正の手続き 図 自社作成

34 日本国憲法の基本的人権と義務 表 自社作成

35 民族共生象徴空間（ウポポイ） 写真 ㈱アフロ 136204318

35 選択的夫婦別姓制度に関する世論調査 グラフ NHK世論調査「憲法に関する意識調査」 NHK 2024年 左記出典等をもとに自社作成

36 ヘイトスピーチに反対するデモ 写真 ㈱朝日新聞社 P220322001261

37 死刑廃止国と死刑存置国 グラフ 死刑廃止国・存置国リスト アムネスティ・インターナショナル 2019年 左記出典等をもとに自社作成

38 刑事手続きの流れ 図 自社作成

38 おもな冤罪事件の再審裁判 表 自社作成

38 警察署内の留置場 写真 ㈱朝日新聞社 P180829000790

39 生活保護法 文字資料 自社作成

40 病床の朝日さん 写真 ㈱時事通信フォト 909108
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40 日用品費の内訳 表 戦後値段史年表 週刊朝日 朝日新聞社 1995年 左記出典等をもとに自社作成

41 鞆の浦の景観 写真 ㈱アフロ 21895465

41 地上近くを飛ぶ航空機 写真 神戸新聞社

42 個人情報保護法にもとづく個人情報の扱い方 図 個人情報保護法の知識 84-85 岡村久道 日本経済新聞社 2010年 左記出典等をもとに自社作成

42 情報公開法にもとづく情報開示の流れ 図 自社作成

43 臓器提供意思表示カード（おもて面） 写真 日本臓器移植ネットワーク

43 臓器提供意思表示カード（うら面） 写真 日本臓器移植ネットワーク

43 性の多様性を象徴するレインボーフラッグを掲げるパレード 写真 ㈱アフロ 186601040

44 土地収用法 文字資料 自社作成

45 知的財産権の種類 図 自社作成

45 検索履歴を利用したターゲット広告のしくみの例 図 自社作成

45 インターネットと人権に関する近年の法整備 表 自社作成

46 原爆ドーム 写真 ㈱アフロ 93712063

47 日本の防衛関係費の推移 グラフ 防衛白書
防衛ハンドブック

防衛省
朝雲新聞社編集総局 朝雲新聞社

各年
各年

左記出典等をもとに自社作成

47 おもな国の軍事支出 グラフ SIPRI Military Expenditure Database Stockholm
International Peace
Research Institute

左記出典等をもとに自社作成

47 政府の第9条解釈の変遷 文字資料 日本国憲法資料集（第4版）
九条と安全保障

28-48 樋口陽一・大須賀明編
古関彰一

三省堂
小学館

2000年
2001年

左記出典等をもとに自社作成

48 日米地位協定のおもな内容 表 自社作成

48 在日米軍基地 地図 沖縄の米軍及び自衛隊基地 沖縄県知事公室基地対
策課

2021年 左記出典等をもとに自社作成

48 沖縄の県民所得に占める基地関係収入と観光収入 グラフ 沖縄の米軍及び自衛隊基地 沖縄県知事公室基地対
策課

2021年 左記出典等をもとに自社作成

48 住宅地の近くにある普天間飛行場 写真 ㈱共同通信イメージズ 2024083010293

49 おもな国の在留米軍の人数 グラフ Military and Civillian Personnel by
Service/Agency by State/Country

Defense Manpower Data
Center

左記出典等をもとに自社作成

49 自衛隊によるPKO活動 写真 ㈱時事通信フォト 1416606

49 おもな自衛隊の海外派遣先 地図 国連平和活動等への協力 防衛省 左記出典等をもとに自社作成

50 個別的自衛権と集団的自衛権 図 自社作成

50 日本の安全保障法制 図 自社作成

51 日本の防衛関係の動き 年表 自社作成

52 参議院の議場 写真 ㈱時事通信フォト 33830215

52 衆議院の議場 写真 ㈱時事通信フォト 33713527

52 日本国憲法の三権分立 図 自社作成

52 衆議院の優越 表 自社作成

53 国会の年間スケジュール 図 自社作成

53 法律の成立過程 図 自社作成

54 国会の種類 表 自社作成

54 国会のしくみ 図 自社作成

55 党首討論 写真 ㈱共同通信イメージズ 2024100911233-14

55 おもな国の下院における女性議員の割合の推移 グラフ V-dem ver.10 V-dem 左記出典等をもとに自社作成

55 ジェンダー・クオータ制のおもな形式 表 Gender Quotas Database IDEA 左記出典等をもとに自社作成

56 首相官邸 写真 ㈱共同通信イメージズ 2019022100105

56 内閣の権限と国会・裁判所との関係 図 自社作成

56 衆議院解散後の流れ 図 自社作成

57 閣議 写真 ㈱時事通信フォト 1060709

57 中央官庁街 写真 ㈱時事通信フォト 17391139

57 日本の行政機構 図 行政機構図 内閣官房 左記出典等をもとに自社作成

58 議員立法と政府立法の推移 グラフ 法律案の提出・成立件数 内閣法制局 左記出典等をもとに自社作成

58 許認可権数の推移と省庁別の内訳 グラフ 許認可等の統一的把握結果 総務省 左記出典等をもとに自社作成

59 行政改革年表 年表 自社作成

59 日本の公務員数の推移 グラフ 日本統計年鑑 総務省統計局 各年 左記出典等をもとに自社作成

3 / 16 ページ



59 おもな国の公務員数 グラフ 人事院の進める人事行政について 人事院 2020年 左記出典等をもとに自社作成

60 児島惟謙 写真 ㈱時事通信フォト 1110848

60 最高裁判所の大法廷 写真 ㈱時事通信フォト 8508668

60 日本の裁判制度 図 自社作成

61 民事裁判の流れ 図 自社作成

61 民事裁判の法廷 挿絵 自社作成

62 刑罰の種類 表 自社作成

62 刑事裁判の流れ 図 自社作成

62 刑事裁判の法廷 挿絵 自社作成

62 少年事件の手続きの流れ 図 犯罪白書 147 法務省 2010年 左記出典等をもとに自社作成

63 最高裁判所によるおもな違憲判断 表 自社作成

64 最高裁判所裁判官の国民審査用紙 写真 ㈱時事通信フォト 82223590

64 おもな司法制度改革 表 自社作成

64 検察審査会による審査の流れ 図 自社作成

65 裁判員裁判の流れ 図 自社作成

65 陪審制・参審制・裁判員制度の比較 表 自社作成

65 裁判員裁判の法廷 写真 法務省刑事局

66 トックビル 写真 ㈱アフロ 130584316

66 ブライス 写真 ゲッティ・イメージ
ズ・セールス・ジャパ
ン合同会社

929225790

66 地方自治の機構 図 自社作成

67 地方公共団体の首長・議員の選挙権年齢と被選挙権年齢 表 自社作成

67 住民投票のおもな種類 表 自社作成

67 直接請求の手続き 表 自社作成

67 おもな住民投票 地図 住民投票の総て 今井一 「国民投票/住
民投票」情報室

2020年 左記出典等をもとに自社作成

68 地方財政の歳入と歳出 グラフ 令和6年度地方財政対策の概要 総務省 左記出典等をもとに自社作成

68 地方債残高の推移 グラフ 地方財政白書 総務省 各年 左記出典等をもとに自社作成

68 都道府県の実質公債費比率 地図 都道府県決算状況調 総務省 2022年 左記出典等をもとに自社作成

69 オンブズマン制度 図 自社作成

69 市長に報告書を渡す川崎市の外国人市民代表者会議の参加者 写真 ㈱アフロ 250801955

70 政党政治の種類と特徴 表 自社作成

70 日本のおもな利益集団 表 自社作成

71 戦後のおもな政党の推移 図 自社作成

72 田中角栄元首相の逮捕を報じる新聞記事 写真 ㈱朝日新聞社 1976/7/28朝刊1面

72 細川内閣下の政治改革 表 自社作成

73 政権交代を報じる新聞記事（2009年） 写真 ㈱朝日新聞社 2009/8/31朝刊1面

73 政権交代を報じる新聞記事（2012年） 写真 ㈱毎日新聞社 2012/12/17朝刊1面

73 安全保障関連法に反対する国会前デモ 写真 ㈱時事通信フォト 19667088

73 近年の衆議院議員総選挙における政党別議席数 グラフ 衆議院議員総選挙結果調 総務省 各年 左記出典等をもとに自社作成

74 日本の選挙権の拡大 表 自社作成

74 選挙制度の特徴 表 自社作成

75 衆議院議員総選挙と参議院議員通常選挙のしくみ 図 自社作成

75 ドント式の計算例 表 自社作成

75 アダムズ方式の計算例 表 自社作成

76 おもな政党の収入とその構成比 グラフ 政治資金収支報告書 令和5年11月24日
公表

総務省 左記出典等をもとに自社作成

76 政治資金の流れ 図 政治資金規正法のあらまし 13 総務省自治行政局 左記出典等をもとに自社作成

76 小選挙区での得票率と議席数 グラフ 第49回衆議院議員総選挙結果調 総務省 2021年 左記出典等をもとに自社作成

77 おもな公職選挙法改正 年表 自社作成

77 国政選挙における投票率の推移 グラフ 衆議院議員総選挙結果調
参議院議員通常選挙結果調

総務省 各年
各年

左記出典等をもとに自社作成

77 「一票の格差」と最高裁判決 グラフ 自社作成
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77 年層別の投票率 グラフ 第49回衆議院議員総選挙における年齢
別投票状況

総務省 2021年 左記出典等をもとに自社作成

78 松本サリン事件について誤った情報を伝える新聞記事 写真 ㈱朝日新聞社 1994/6/29朝刊1面

78 太平洋戦争（アジア太平洋戦争）中の新聞記事 写真 ㈱朝日新聞社 1942/6/11

78 内閣支持率についての世論調査の結果 表 朝日新聞 2021/1/25朝刊
毎日新聞 2021/1/17朝刊
読売新聞 2021/1/18朝刊
日本経済新聞 2021/2/1朝刊

3
1
8
1

朝日新聞社
毎日新聞社
読売新聞社
日本経済新聞社

左記出典等をもとに自社作成

79 「記者クラブ」が主催する首相官邸の記者会見 写真 ㈱時事通信フォト 80352838

79 首相を囲む「番記者」 写真 ㈱アフロ 273671721

79 メディア・リテラシーのおもな内容 図 自社作成

80 人種差別に抗議するデモ 写真 ㈱アフロ 126794619

80 注意すべき情報の類型の例 図 INFORMATION DISORDER 46 欧州評議会 2017年 左記出典等をもとに自社作成

81 文化的自由度（選択的夫婦別姓を例にした場合）と経済的自
由度による政治の座標軸の例

図 自社作成

81 政治的自由度と経済的自由度による政治の座標軸 図 自社作成

82 タイトルイラスト（選挙権の行使と政治参加） 挿絵 自社作成

82 投票所入場（整理）券の例（上） 写真 北区選挙管理委員会

82 投票所入場（整理）券の例（下） 写真 北区選挙管理委員会

82 ボートマッチの例（上） 写真 ㈱毎日新聞社

82 ボートマッチの例（下） 写真 ㈱毎日新聞社

83 高校の敷地内に設けられた移動期日前投票所で投票する高校
生

写真 ㈱朝日新聞社 P220705001191

83 条約の署名・批准を求める署名活動 写真 ㈱アフロ 152508642

84 「公共」のおもな学習内容・「政治・経済」での学習 図 自社作成
85 こども園で読み聞かせをする高齢者 写真 ㈱時事通信フォト 44250657

85 インターネット通販サイトの配送拠点 写真 ㈱朝日新聞社 P241210000460

85 印刷される紙幣 写真 ㈱共同通信イメージズ 2024061908733

86 フリマアプリの画面 写真 サイネット㈱ SPEHGK9KC

86 水とダイヤモンドの希少性 図 自社作成

87 トレードオフの例 挿絵 自社作成

87 さまざまな「資本（資産）」の考え方 表 自社作成

88 産業革命初期のおもな技術革新 年表 自社作成

88 イギリスの綿織物工場 写真 サイネット㈱ GRA110008473

88 国富論（諸国民の富） 文字資料 自社作成

88 アダム・スミス 写真 サイネット㈱ GRA110008663

89 ベルトコンベアで大量生産されるT型フォード 写真 サイネット㈱ SPE2B1YWX9

89 シュンペーター 写真 ゲッティ・イメージ
ズ・セールス・ジャパ
ン合同会社

515301738

90 世界恐慌のきっかけとなった1929年10月24日のニューヨー
ク・ウォール街

写真 ㈱アフロ 20971955

90 TVAによって建設が始まったダム 写真 ゲッティ・イメージ
ズ・セールス・ジャパ
ン合同会社

658411240

90 資本主義と社会主義の歩み 図 自社作成

91 ケインズ 写真 ゲッティ・イメージ
ズ・セールス・ジャパ
ン合同会社

126254071

91 マルクス 写真 サイネット㈱ AKG110380119

91 経済思想の歩み 表 自社作成

92 おもな国のGDPに占める政府支出の割合 グラフ OECD stat OECD 左記出典等をもとに自社作成

92 フリードマン 写真 ゲッティ・イメージ
ズ・セールス・ジャパ
ン合同会社

82645388

93 行動経済学のおもな考え方 表 自社作成
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93 ごみ箱に向かって設置された足跡マーク 写真 サイネット㈱ SPECXN8JA

94 家計の収入と支出の構成 表 自社作成

94 一世帯あたりの実収入と実支出 グラフ 家計調査報告（家計収支編） 総務省 2019年 左記出典等をもとに自社作成

94 家計の実収入と消費支出の推移 グラフ 家計調査報告（家計収支編） 総務省 各年 左記出典等をもとに自社作成

95 日本の設備投資（対前年比）の推移 グラフ 年次経済財政報告 内閣府 2022年 左記出典等をもとに自社作成

95 経済の循環 図 自社作成

96 企業の種類 表 自社作成

96 日本における企業数の内訳 グラフ 経済センサス 経済産業省 2021年 左記出典等をもとに自社作成

96 企業の活動 図 自社作成

96 会社企業の種類 表 自社作成

97 株主総会の様子 写真 ㈱共同通信イメージズ 2019062706899

97 株式会社のしくみ 図 自社作成

97 日本における株式保有比率の推移 グラフ 株式分布状況調査 日本取引所グループ 2020年 左記出典等をもとに自社作成

98 日本のM&A件数の推移 グラフ マールオンライン「グラフで見るM&A動
向」

レコフデータ 2022年 左記出典等をもとに自社作成

98 多国籍企業の収益とGDP グラフ Global 500
World Development Indicators

Fortune
The World Bank

左記出典等をもとに自社作成

98 企業のバランスシートの例 表 自社作成

99 世界のESG投資残高の推移と国・地域別割合 グラフ Global Sustainable Investment
Review

Global Sustainable
Investment Alliance

2020年 左記出典等をもとに自社作成

99 ウガンダでバッグを製造し日本で販売する社会起業家 写真 ㈱RICCI EVERYDAY

100 さまざまな価格の動き グラフ 小売物価統計調査年報 総務省統計局 各年 左記出典等をもとに自社作成

100 サッカーJリーグに導入されたダイナミック・プライシング
のしくみ

図 自社作成

101 需要曲線と供給曲線 図 自社作成

101 需要曲線の移動 図 自社作成

101 供給曲線の移動 図 自社作成

101 需要曲線・供給曲線が移動するおもな要因 表 自社作成

102 日本の企業の生産集中度 グラフ メーカー販売台数
事業者別契約数
宅配便（トラック）取扱個数

日本自動車販売協会
電気通信事業者協会
国土交通省

左記出典等をもとに自社作成

102 需要曲線の傾き 図 自社作成

102 供給曲線の傾き 図 自社作成

103 公共財の性質 表 自社作成

103 外部経済と外部不経済 挿絵 自社作成

103 課税による供給曲線の変化 図 自社作成

104 独占の形態 図 自社作成

104 日本企業の広告宣伝費 グラフ 有力企業の広告宣伝費 日経広告研究所 2019年 左記出典等をもとに自社作成

105 フローとストック 図 自社作成

105 付加価値 図 自社作成

105 日本の国富の推移 グラフ 国民経済計算年報 内閣府 2020年 左記出典等をもとに自社作成

105 おもな国のGDPと一人あたりGDP グラフ Basic Data Selection United Nation
Statistic Division

左記出典等をもとに自社作成

106 より良い暮らし指標 グラフ Better Life Index OECD 左記出典等をもとに自社作成

106 国民所得の相互関係 図 自社作成

106 生産・分配国民所得 グラフ 国民経済計算年報 内閣府 2022年 左記出典等をもとに自社作成

107 景気変動 図 自社作成

107 完全失業率と有効求人倍率の推移 グラフ 労働力調査
一般職業紹介状況

総務省統計局
厚生労働省

各年
各年

左記出典等をもとに自社作成

107 物価の変化率の推移 グラフ 消費者物価指数
国内企業物価指数

総務省統計局
日本銀行

各年
各年

左記出典等をもとに自社作成

107 景気循環の種類 表 自社作成

108 マルクの札束で遊ぶ子どもたち 写真 サイネット㈱ AKG110356108

108 インフレーション・デフレーションの暮らしへの影響 表 自社作成

6 / 16 ページ



109 貨幣の機能 表 自社作成

109 日本銀行兌換券 写真 日本銀行金融研究所貨
幣博物館

109 キャッシュレス決済（スマートフォン決済）の利用 写真 ㈱時事通信フォト 28048398

109 キャッシュレス決済の類型 表 自社作成

110 金融の循環 図 自社作成

110 日本のおもな金融機関 表 自社作成

110 家計の金融資産構成 グラフ 資金循環の日米欧比較 日本銀行 2022年 左記出典等をもとに自社作成

110 法人企業の金融負債構成 グラフ 資金循環の日米欧比較 日本銀行 2022年 左記出典等をもとに自社作成

111 東京証券取引所 写真 ㈱共同通信イメージズ 2024080806005

111 預金のおもな種類 表 自社作成

111 金利のおもな決定要因 表 自社作成

111 利回りとは 図 自社作成

112 日本銀行本店の旧館と新館 写真 ㈱時事通信フォト 14125144

112 日本銀行の役割 表 自社作成

112 信用創造のしくみ 表 自社作成

113 マネーストックの内訳 グラフ マネーストック統計 日本銀行 左記出典等をもとに自社作成

113 日本銀行の政策委員会による金融政策決定会合 写真 ㈱共同通信イメージズ 2024013109347

113 金融政策のしくみ 図 自社作成

114 日本版金融ビッグバンのおもな内容 表 自社作成

114 無担保コールレート、公定歩合、預金準備率の推移 グラフ 時系列統計データ 日本銀行 左記出典等をもとに自社作成

115 日本の非伝統的金融政策 表 自社作成

115 マネタリーベース、日銀当座預金、長期金利の推移 グラフ 時系列統計データ
国債金利情報

日本銀行
財務省

左記出典等をもとに自社作成

115 世界金融危機を報じる新聞記事 写真 ㈱朝日新聞社 2008/10/11朝刊1面

116 タイトルイラスト（ライフプランと金融） 挿絵 自社作成

116 人生におけるさまざまな支出の例と、その平均または目安の
金額

図 大人になる前に知っておきたいお金の話
主なライフイベントにかかる費用の目安
全国犬猫飼育実態調査

金融経済教育推進機構
日本FP協会
ペットフード協会

2024年
2024年
2024年

左記出典等をもとに自社作成

116 金融商品のリスクとリターン 図 自社作成

117 投資の「長期・積立・分散」 図 自社作成

117 金融商品の特徴 表 自社作成

118 予算編成のプロセス 図 自社作成

118 日本の一般会計の歳入と歳出 グラフ 財政金融統計月報 財務省 各年 左記出典等をもとに自社作成

119 所得税の累進税率 グラフ 自社作成

119 財政のしくみ 図 自社作成

119 財政政策による景気の安定化 図 自社作成

120 租税の種類 表 自社作成

120 国税の内訳・直間比率の推移 グラフ 財政金融統計月報 財務省 各年 左記出典等をもとに自社作成

121 プライマリー・バランス 図 日本の財政関係資料 財務省 左記出典等をもとに自社作成

121 おもな国の公的債務残高の対GDP比 グラフ General Government Gross Debt IMF 左記出典等をもとに自社作成

121 国債発行額と国債依存度の推移 グラフ 財政金融統計月報 財務省 各年 左記出典等をもとに自社作成

121 国債残高とその対GDP比の推移 グラフ 財政金融統計月報 財務省 各年 左記出典等をもとに自社作成

122 税制の基本原則 表 自社作成

122 おもな税目の税収（一般会計分）の推移 グラフ 税務統計 左記出典等をもとに自社作成

122 おもな国の直間比率 グラフ 財政金融統計月報 財務省 各年 左記出典等をもとに自社作成

124-125 戦後日本経済の歩み グラフ 国民経済計算
消費者物価指数
国際収支統計
景気動向指数

内閣府
総務省統計局
日本貿易振興機構
内閣府

各年
各年
各年
各年

左記出典等をもとに自社作成

124 朝鮮戦争による特需（通信機の生産） 写真 ㈱アフロ 6609798

124 東海道新幹線開通 写真 ㈱朝日新聞社 P100413048218

124 石油危機による買い占め騒動 写真 ㈱時事通信フォト 1092040
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125 地上げされた土地 写真 ㈱アフロ 6563593

125 リーマン・ショック 写真 ㈱アフロ 5719973

125 耐久消費財の普及率の推移 グラフ 家計消費の動向 内閣府 各年 左記出典等をもとに自社作成

126 産業別GDPと就業者数の割合の推移 グラフ 国民経済計算
労働力調査

内閣府
財務省統計局

各年
各年

左記出典等をもとに自社作成

126 株価・地価・公定歩合の推移 グラフ 時系列統計データ
公示価格年別変動率

日本銀行
国土交通省

左記出典等をもとに自社作成

127 日米経済摩擦の推移 年表 自社作成

127 バブル経済のころのディスコ 写真 ㈱時事通信フォト 7309137

128 金融機関の破綻を報じる新聞記事 写真 ㈱朝日新聞社

128 企業倒産の件数・負債額と完全失業率の推移 グラフ 全国企業倒産状況
労働力調査

東京商工リサーチ
総務省統計局

各年
各年

左記出典等をもとに自社作成

128 おもな国の一人あたりGDPの推移 グラフ National Accounts - Analysis of
Main Aggregates

United Nations
Statistics
Division

左記出典等をもとに自社作成

129 年越し派遣村の様子 写真 ㈱時事通信フォト 7581139

129 全線で運行を再開した三陸鉄道 写真 ㈱時事通信フォト 16997646

129 新型コロナウイルス感染症の流行により閑散とした成田空港 写真 ㈱時事通信フォト 36530972

130 おもな先進国の労働分配率の推移 グラフ OECD stat OECD 左記出典等をもとに自社作成

130 日本の人口構成の変化 グラフ 日本の将来推計人口（令和5年推計） 国立社会保障・人口問
題研究所

左記出典等をもとに自社作成

131 ローレンツ曲線とジニ係数 図 所得再分配調査 厚生労働省 左記出典等をもとに自社作成

131 日本の所得のジニ係数の推移 グラフ 所得再分配調査 厚生労働省 左記出典等をもとに自社作成

131 日本の年層別のジニ係数 グラフ 所得再分配調査 厚生労働省 左記出典等をもとに自社作成

131 子どもの相対的貧困率 グラフ Worlds of Influence UNICEF 左記出典等をもとに自社作成

132 公害・環境問題関係年表 年表 自社作成

133 公害苦情受付件数の推移 グラフ 公害苦情調査 公害等調整委員会 左記出典等をもとに自社作成

133 水俣病認定訴訟 写真 ㈱共同通信イメージズ 2013041600317

133 四大公害裁判 表 自社作成

134 ごみ排出量の推移 グラフ 日本の廃棄物処理 環境省 左記出典等をもとに自社作成

134 海岸に打ち上げられたプラスチックごみ 写真 ㈱共同通信イメージズ 2023022701765

134 循環型社会形成推進基本法と関係法 図 自社作成

134 3Rと循環型社会の姿 図 循環型社会白書 265 環境省 2010年 左記出典等をもとに自社作成

135 農業政策の歩み 年表 自社作成

136 日本の農業の地位の変化 グラフ 食料・農業・農村白書 農林水産省 各年 左記出典等をもとに自社作成

136 農家戸数と耕地面積の推移 グラフ 食料・農業・農村白書 農林水産省 各年 左記出典等をもとに自社作成

136 おもな国の総合食料自給率の推移 グラフ 食料需給表 農林水産省 各年 左記出典等をもとに自社作成

137 棚田 写真 ㈱アフロ 32802013

137 高知県馬路村のゆず加工品 写真 ㈱アフロ 20082489

137 高知県馬路村のゆず加工工場 写真 ㈱朝日新聞社 P151216000326

137 日本の林業産出額の推移 グラフ 林業産出額 農林水産省 各年 左記出典等をもとに自社作成

137 おもな国の漁業漁獲量の推移 グラフ 水産白書 水産庁 各年 左記出典等をもとに自社作成

138 中小企業の定義 表 自社作成

138 中小企業の日本経済に占める割合 グラフ 中小企業白書 中小企業庁 2022年 左記出典等をもとに自社作成

138 大企業と中小企業の格差 グラフ 工業統計調査 経済産業省 左記出典等をもとに自社作成

139 大企業と中小企業の業況判断指数（DI）の推移 グラフ 時系列統計データ 日本銀行 左記出典等をもとに自社作成

139 開廃業率の推移 グラフ 中小企業白書 中小企業庁 左記出典等をもとに自社作成

140 消費者問題関係年表 年表 自社作成

140 若年層（30歳未満）からの相談が多い問題商法の類型 表 2023年度 全国の消費生活相談の状況 国民生活センター 左記出典等をもとに自社作成

141 PL法のしくみ 図 自社作成

142 タイトルイラスト（消費者市民社会の実現に向けて） 挿絵 自社作成

142 国民生活センターによる啓発リーフレット 写真 国民生活センター

142 消費者トラブルや多重債務に関するおもな相談窓口 表 自社作成
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143 クレジットカードでの支払い方法 図 自社作成

143 フェアトレードのバナナ 写真 ㈱時事通信フォト 29920175

143 国際フェアトレード認証ラベル 写真 ㈱時事通信フォト 29920175

144 石炭を運ぶ子どもたち 写真 サイネット㈱ AKG110392151

144 労働関係年表（世界） 年表 自社作成

145 労働組合組織率と労働争議件数の推移 グラフ 労働組合基礎調査 厚生労働省 各年 左記出典等をもとに自社作成

145 労働基準法のおもな内容 表 自社作成

145 労働関係年表（日本） 年表 自社作成

146 斡旋・調停・仲裁 表 自社作成

146 労働基本権の範囲と制限 表 自社作成

146 メンバーシップ型とジョブ型の比較 図 新しい労働社会 1-22 濱口桂一郎 2009年 左記出典等をもとに自社作成

146 非正規雇用者数の推移 グラフ 労働力調査 厚生労働省 各年 左記出典等をもとに自社作成

147 最近の労働法制のおもな動き 表 自社作成

148 年間総労働時間の国際比較 グラフ 労働統計要覧 厚生労働省 左記出典等をもとに自社作成

148 外国人労働者数の推移と産業別の内訳 グラフ 外国人雇用状況報告
外国人雇用状況の届け出状況

厚生労働省
厚生労働省

左記出典等をもとに自社作成

148 女性の年齢別労働力率の国際比較 グラフ LABORSTA ILO 左記出典等をもとに自社作成

149 男女間の賃金格差の国際比較 グラフ データブック国際労働比較 労働政策研究・研修機
構

2022年 左記出典等をもとに自社作成

149 男女別の雇用者数の内訳 グラフ 労働力調査 厚生労働省
厚生労働省

各年 左記出典等をもとに自社作成

149 男女・雇用形態別の平均賃金 グラフ 賃金構造基本統計調査 厚生労働省 2021年 左記出典等をもとに自社作成

150 タイトルイラスト（「働く」ことを考える） 挿絵 自社作成

150 食品ロス削減をめざすスタートアップ企業が設置した「シェ
ア冷蔵庫」

写真 ㈱朝日新聞社 P211129000348

150 「闇バイト」についての啓発ポスター 写真 浜松中央警察署

151 地域別最低賃金 図 地域別最低賃金の全国一覧 厚生労働省 2024年 左記出典等をもとに自社作成

151 労働者によるストライキ 写真 ㈱アフロ 227727974

152 社会保障制度年表（世界） 年表 自社作成

152 社会保障制度年表（日本） 年表 自社作成

153 日本の社会保障制度 表 自社作成

153 生活保護の被保護世帯数と保護率の推移と内訳 グラフ 社会保障統計年報 国立社会保障・人口問
題研究所

2018年 左記出典等をもとに自社作成

154 国民負担率・社会支出の比率の国際比較 グラフ 社会保障統計年報
日本の財政関連資料

国立社会保障・人口問題研究所
財務省

2018年 左記出典等をもとに自社作成

154 社会保障給付費の推移 グラフ 社会保障費用統計 国立社会保障・人口問
題研究所

2022年 左記出典等をもとに自社作成

154 公的年金制度のしくみ 図 国民年金の加入・給付状況 厚生労働省 2022年 左記出典等をもとに自社作成

155 積立方式と賦課方式の特徴 表 自社作成

155 日本の年金負担 図 令和6年財政検証 厚生労働省 左記出典等をもとに自社作成

155 国民年金の被保険者数と受給権者数の推移 グラフ 厚生年金・国民年金事業情報
日本の統計

厚生労働省
総務省統計局

各年
各年

左記出典等をもとに自社作成

155 世代ごとの年金受給開始時の給付水準 グラフ 令和6年財政検証 厚生労働省 左記出典等をもとに自社作成

156 公的介護保険の概要 図 自社作成

156 医療費の推移 グラフ 国民医療費 厚生労働省 各年 左記出典等をもとに自社作成

156 おもな国の合計特殊出生率の推移 グラフ 人口統計資料集 国立社会保障・人口問
題研究所

各年 左記出典等をもとに自社作成

157 おもな国の高齢化率の推移 グラフ 人口統計資料集 国立社会保障・人口問
題研究所

2024年 左記出典等をもとに自社作成

157 バリアフリーの例 写真 ㈱朝日新聞社 P211227000005

157 ユニバーサルデザインの例 写真 ㈱時事通信フォト 11005195

158 タイトルイラスト（ライフステージと社会保障） 挿絵 自社作成

158 国民年金の加入・受給の流れと学生納付特例制度 図 自社作成

158 こども未来戦略MAP 写真 こども家庭庁

159 内閣府が作成したポスター 写真 内閣府
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159 NPO法人が運営する「こども食堂」 写真 ㈱朝日新聞社 P240221000913

160 この章の学習のしかた 図 自社作成

161 能登半島地震による火災で焼失した石川県輪島市の「朝市通
り」周辺

写真 ㈱時事通信フォト 82536500

161 「出張輪島朝市」の様子 写真 ㈱朝日新聞社 P241023000542

161 令和2年7月豪雨で氾濫した球磨川 写真 ㈱共同通信イメージズ 2020071005041

161 気仙沼市東日本大震災遺構・伝承館を見学する小学生 写真 ㈱朝日新聞社 P240221000638

162 子育て支援施設でイベントが行われている様子 写真 ㈱共同通信イメージズ 2021111006582

162 待機児童数と保育所等利用率の推移 グラフ 保育所等関連状況取りまとめ 厚生労働省 各年 左記出典等をもとに自社作成

162 予定している子どもの数が理想より少ない理由 グラフ 出生動向基本調査 国立社会保障・人口問
題研究所

2021年 左記出典等をもとに自社作成

163 育児休業取得率の推移 グラフ 雇用均等基本調査 厚生労働省 各年 左記出典等をもとに自社作成

163 政策分野別社会支出の構成割合の国際比較 グラフ 社会保障費用統計 国立社会保障・人口問
題研究所

2022年 左記出典等をもとに自社作成

164 テレワークの拠点として使用されているコワーキングスペー
スの様子

写真 ㈱共同通信イメージズ 2022122608566

164 都道府県の老年人口割合の予測 地図 日本の地域別将来推計人口（令和5年推
計）

国立社会保障・人口問
題研究所

左記出典等をもとに自社作成

164 都道府県の財政力指数 地図 地方公共団体の主要財政指標一覧 総務省 2020年 左記出典等をもとに自社作成

164 都道府県の幸福度ランキング 地図 全47都道府県幸福度ランキング 日本総合研究所 東洋経済新報社 2022年 左記出典等をもとに自社作成

165 都道府県別に集計した「ふるさと納税」の受け入れ額 表 ふるさと納税に関する現況調査結果 総務省 2024年 左記出典等をもとに自社作成

165 国の予算と地方財政計画 グラフ 令和6年度地方財政対策の概要
国の予算と地方財政計画との関係

総務省
総務省

左記出典等をもとに自社作成

166 子育てをしながら在宅勤務を行う様子 写真 自社撮影

166 ジェンダー・ギャップ指数の比較 グラフ Global Gender Gap Report 2022 World Economic Forum 左記出典等をもとに自社作成

167 女性管理職比率の国際比較 グラフ データブック国際労働比較 労働政策研究・研修機
構

2024年 左記出典等をもとに自社作成

167 家事・育児関連時間の国際比較 グラフ 男女共同参画白書 内閣府 左記出典等をもとに自社作成

168 世界トップシェアの中小企業がつくった光学式プラネタリウ
ム

写真 ㈱共同通信イメージズ 2020111109574

168 高いシェアをもつ中小企業の例 地図 元気なモノ作り中小企業300社 中小企業庁 左記出典等をもとに自社作成

168 企業規模別・業種別の労働生産性（中央値） グラフ 中小企業白書 中小企業庁 2024年 左記出典等をもとに自社作成

169 ベンチャー・キャピタルの対GDP比の国際比較 グラフ OECD stat OECD 左記出典等をもとに自社作成

169 おもな中小企業保護政策 表 自社作成

170 過去最高額となった2020年度一般会計予算の第3次補正可決
時の参議院本会議場

写真 ㈱朝日新聞社 P210128000920

170 日本の歳出・税収と公債発行額の推移 グラフ 財政金融統計月報 財務省 各年 左記出典等をもとに自社作成

170 おもな国のプライマリー・バランスの対GDP比の推移 グラフ 日本の財政関連資料 財務省 左記出典等をもとに自社作成

171 OECD加盟国のGDPに占める政府支出の割合 グラフ OECD stat OECD 左記出典等をもとに自社作成

172 農業用ドローン（無人航空機）による農薬散布の様子 写真 ㈱時事通信フォト 38539413

172 おもな国の品目別自給率 表 食料需給表 農林水産省 2019年 左記出典等をもとに自社作成

172 農業に参入した一般法人数の推移 グラフ 一般法人の農業参入の動向 農林水産省 左記出典等をもとに自社作成

173 おもな国の農業関連指標 グラフ FAOSTAT FAO 左記出典等をもとに自社作成

173 日本型直接支払いの概要 図 日本型直接支払について 農林水産省 左記出典等をもとに自社作成

174 高校生が高齢者とともに津波避難訓練を行う様子 写真 ㈱朝日新聞社 P240310000407

174 おもな地震の震源と活断層の分布 地図 理科年表2025 国立天文台 丸善出版 2024年 左記出典等をもとに自社作成

174 流域治水 挿絵 自社作成

175 国土交通省「重ねるハザードマップ」で表示した洪水浸水想
定

写真 東京書籍株式会社 自社撮影

175 おもな災害弱者とそのニーズ 表 災害要援護者対策ガイドライン 日本赤十字社 2006年 左記出典等をもとに自社作成

176 「公共」のおもな学習内容・「政治・経済」での学習 図 自社作成

176 取水門の完成式典で、維持・管理の大切さを説く中村氏 写真 ペシャワール会

177 中村氏が灌漑に取り組んだ、アフガニスタン・ナンガラハル
州のガンベリ砂漠の様子（2009年）

写真 ペシャワール会

177 中村氏が灌漑に取り組んだ、アフガニスタン・ナンガラハル
州のガンベリ砂漠の様子（2019年）

写真 ペシャワール会

177 ノーベル平和賞の授賞式 写真 ㈱共同通信イメージズ 2025022606442
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177 ロシア連邦によるウクライナ侵攻への抗議デモ 写真 ゲッティ・イメージ
ズ・セールス・ジャパ
ン合同会社

1247485886

178 ウェストファリア条約の調印 写真 サイネット㈱ SPEMMY1KP

178 国家の領域 図 自社作成

179 国際関係の変化 図 自社作成

179 対人地雷全面禁止条約の調印式 写真 ㈱時事通信フォト 51899884

179 NGO「難民を助ける会」による地雷回避教育 写真 難民を助ける会

180 グロティウス 写真 サイネット㈱ SPECN8EEP

180 条約締結の一般的な流れ 図 自社作成

181 国際法と国内法の比較 表 自社作成

181 国際司法裁判所と国際刑事裁判所 表 自社作成

181 国際司法裁判所 写真 ㈱時事通信フォト 25638796

181 国際刑事裁判所 写真 ㈱時事通信フォト 27778300

182 同盟による勢力均衡 図 自社作成

182 集団安全保障 図 自社作成

182 国連加盟国数の推移 グラフ 世界の国一覧表 外務省 世界の動き社 2004年 左記出典等をもとに自社作成

183 国連総会 写真 ㈱共同通信イメージズ 2023102704379

183 安全保障理事会 写真 ㈱アフロ 113087180

183 国際連合の機構 図 自社作成

184 常任理事国の拒否権行使回数の推移 グラフ UN Document United Nations 左記出典等をもとに自社作成

184 PKOの停戦監視団の活動 写真 ㈱時事通信フォト 62829763

185 主要国の国連分担金比率 グラフ 国連通常予算分担率・分担金 外務省 左記出典等をもとに自社作成

185 国際連合の歴史 年表 自社作成

186 「鉄のカーテン」演説 文字資料 自社作成

186 東西陣営の対立 地図 自社作成

186 冷戦下のヨーロッパ 地図 自社作成

187 分断された国家 地図 自社作成

188 キューバ危機 写真 ㈱ユニフォトプレスイ
ンターナショナル

BHL11038AH

188-189 第二次世界大戦後の国際関係の展開と日本 年表 自社作成

189 ベトナム戦争 写真 ㈱時事通信フォト 985138

190 マルタ会談 写真 ㈱時事通信フォト 69121663

190 「ベルリンの壁」崩壊 写真 ㈱アフロ 8257529

190 旧ソビエト連邦の範囲 地図 自社作成

190 冷戦後のヨーロッパ 地図 自社作成

191 湾岸戦争 写真 ゲッティ・イメージ
ズ・セールス・ジャパ
ン合同会社

944305002

191 アメリカ同時多発テロ 写真 ㈱時事通信フォト 1127297

191 イラク戦争への反対デモ 写真 ㈱アフロ 232051925

192 チュニジアでの反政府デモ 写真 ㈱アフロ 11195398

192 「アラブの春」の広がり 地図 地図で見るアラブ世界ハンドブック 6-7 マテュー・ギデール 原書房 2016年 左記出典等をもとに自社作成

193 高層ビルが建ち並ぶ上海 写真 ㈱アフロ 250532521

193 中国の経済成長率と軍事費の推移 グラフ World Development Indicators The World Bank 左記出典等をもとに自社作成

193 劉暁波氏不在のノーベル賞授賞式 写真 ㈱時事通信フォト 59280634

193 香港での民主化デモ 写真 ゲッティ・イメージ
ズ・セールス・ジャパ
ン合同会社

1126530201

194 ヨーロッパ統合の歩み 年表 自社作成

195 検問所のない国境 写真 ㈱アフロ 76223411

195 欧州議会 写真 ㈱アフロ 100042933

195 ヨーロッパの地域統合 地図 自社作成
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195 EUの政治機構 図 自社作成

196 ハンガリーからオーストリアをめざすシリア難民 写真 ㈱時事通信フォト 19844923

196 2016年の国民投票における地域別のEU離脱派の割合 地図 United Kingdom European Union
membership referendum

イギリス選挙委員会 左記出典等をもとに自社作成

196 東南アジアの地域統合 地図 World Development Indicators The World Bank 左記出典等をもとに自社作成

197 放射線検査を受ける第五福竜丸 写真 ㈱アフロ 6560546

197 おもな軍縮条約 表 自社作成

198 世界の武器（通常兵器）取り引き グラフ SIPRI Military Expenditure Database Stockholm
International Peace
Research Institute

左記出典等をもとに自社作成

198 世界の非核地帯・核拡散の状況 地図 日本の軍縮・不拡散外交 外務省 2016年 左記出典等をもとに自社作成

198 核兵器保有数 表 SIPRI Military Expenditure Database Stockholm
International Peace
Research Institute

左記出典等をもとに自社作成

199 安全保障のジレンマ 表 自社作成

200 ロヒンギャ難民 写真 サイネット㈱ SPE2D8FXAP

200 UNHCRの援助対象者数の推移 グラフ Global Trends UNHCR 各年 左記出典等をもとに自社作成

200 難民の発生国・受け入れ国 地図 Global Trends UNHCR 各年 左記出典等をもとに自社作成

200 おもな先進国の難民受け入れ数 表 Global Trends UNHCR 各年 左記出典等をもとに自社作成

201 日本の難民認定 グラフ 難民認定申請及び処理数の推移 法務省 各年

201 パリ同時多発テロを受け献花する人々 写真 ゲッティ・イメージ
ズ・セールス・ジャパ
ン合同会社

542621032

202 第二次世界大戦後のおもな地域紛争 地図 自社作成

202 カシミール地方 地図 自社作成

203 ソマリアでの国連PKO 写真 ゲッティ・イメージ
ズ・セールス・ジャパ
ン合同会社

542382574

203 旧ユーゴスラビア連邦の民族分布 地図 ヨーロッパの歴史 399 フレデリック・ドルー
シュ

東京書籍 1994年 左記出典等をもとに自社作成

203 空爆を受けたシリア 写真 ㈱アフロ 23643472

203 クルド人の分布 地図 The World Factbook CIA 左記出典等をもとに自社作成

204 日朝首脳会談によって帰国した日本人拉致被害者たち 写真 ㈱時事通信フォト 1171302

204 河野談話 文字資料 慰安婦関係調査結果発表に関する河野
内閣官房長官談話

外務省 左記出典より引用

205 日本の領域 地図 日本の領海等概念図 海上保安庁 左記出典等をもとに自社作成

205 竹島（女島と男島） 写真 ㈱時事通信フォト 55996644

205 尖閣諸島（魚釣島と南小島・北小島） 写真 ㈱時事通信フォト 14704262

205 択捉島（散布山） 写真 ㈱朝日新聞社 P121202009379

205 沖ノ鳥島 写真 ㈱朝日新聞社 P140330000425

206 栄養管理の指導をする日本の青年海外協力隊員 写真 独立行政法人 国際協
力機構（JICA）

MDG-18077

207 日本のODAの形態と支出額 図 開発協力白書・参考資料集 外務省 2022年 左記出典等をもとに自社作成

207 おもな国のODA額の変遷 グラフ 開発協力白書・参考資料集 外務省 各年 左記出典等をもとに自社作成

207 おもな国のODA額と贈与比率 グラフ 開発協力白書・参考資料集 外務省 2022年 左記出典等をもとに自社作成

208 「公共」のおもな学習内容・「政治・経済」での学習 図 自社作成

208 インドのスマートフォン組み立て工場 写真 ゲッティ・イメージ
ズ・セールス・ジャパ
ン合同会社

1231033195

209 出国する人でにぎわう成田国際空港 写真 ㈱朝日新聞社 P230810001144

209 大井コンテナ埠頭 写真 ㈱時事通信フォト 35494088

209 ニューヨーク証券取引所 写真 ㈱アフロ 279979687

210 リカード 写真 サイネット㈱ SPEAJT6YG

210 特化による生産量の変化 表 自社作成
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210 大型貨物船の衝突で崩落した橋 写真 ゲッティ・イメージ
ズ・セールス・ジャパ
ン合同会社

2114901155

211 水平的分業と垂直的分業の例 図 自社作成

211 各国のGDPに占める輸出入額の割合（貿易依存度） グラフ National Accounts - Analysis of
Main Aggregates

United Nations
Statistics
Division

左記出典等をもとに自社作成

211 外国為替のしくみ 図 自社作成

212 外国為替市場のディーリングルーム 写真 ㈱朝日新聞社 P221020000603

212 円高・円安の輸出入に与える影響 図 自社作成

212 円高・円安のメリット・デメリット 表 自社作成

213 為替レートの変動要因 表 自社作成

213 日本の経常収支の推移 グラフ 時系列統計データ 日本銀行 左記出典等をもとに自社作成

214 国際収支の体系 図 自社作成

214 日本の国際収支表 表 財政金融統計月報 財務省 左記出典等をもとに自社作成

214 おもな国の国際収支 表 世界の統計 総務省統計局 2023年 左記出典等をもとに自社作成

215 国際経済協力体制 図 左記出典等をもとに自社作成

216 SDRのしくみ 図 自社作成

216 ドル・ショック 写真 ㈱共同通信イメージズ 2011081300355

217 G20の構成国・地域 図 自社作成

217 円の対ドルレートの推移 グラフ 時系列統計データ 日本銀行 左記出典等をもとに自社作成

218 多角的貿易交渉（ラウンド）の歴史 図 自社作成

218 GATTとWTOの比較 表 自社作成

218 WTOの紛争解決手続き 図 自社作成

218 世界のFTA件数 グラフ ジェトロ世界貿易投資報告 日本貿易振興機構 2022年 左記出典等をもとに自社作成

219 地域経済統合の比較 グラフ National Accounts - Analysis of
Main Aggregates

United Nation
Statistic Division

左記出典等をもとに自社作成

219 世界のおもな地域経済統合 地図 自社作成

220 日本のFTA・EPAの現状 地図 我が国の経済連携協定（EPA／FTA）等
の取組

外務省 左記出典等をもとに自社作成

220 おもな国の貿易額に占めるFTA・EPA締結国の割合 グラフ ジェトロ世界貿易投資報告 日本貿易振興機構 左記出典等をもとに自社作成

221 南北間の格差 グラフ World Development Indicators The World Bank 左記出典等をもとに自社作成

222 おもな発展途上国の債務総額とその対GNI比 グラフ International Debt Statistics The World Bank 左記出典等をもとに自社作成

222 BRICS（5か国）の世界経済に占める割合 グラフ National Accounts - Analysis of
Main Aggregates

United Nation
Statistic Division

左記出典等をもとに自社作成

223 IT企業が集積するベンガル―ル 写真 ㈱時事通信フォト 65171463

223 アジア諸国の経済成長率の推移 グラフ National Accounts - Analysis of
Main Aggregates

United Nation
Statistic Division

左記出典等をもとに自社作成

223 世界の輸出総額に占めるおもな国の割合の推移 グラフ National Accounts - Analysis of
Main Aggregates

United Nation
Statistic Division

左記出典等をもとに自社作成

224 出国日本人数・訪日外国人数の推移 グラフ 訪日外客数、出国日本人数 日本政府観光局 左記出典等をもとに自社作成

224 国籍・地域別割合 グラフ 訪日外客数、出国日本人数 日本政府観光局 左記出典等をもとに自社作成

224 ディスカウントストアの免税カウンター 写真 ㈱朝日新聞社 P180118000629

224 世界の貿易、サービス取引、対外直接投資の推移 グラフ Direction of Trade Statistics
Balance of Paymant Statistics

IMF
IMF

左記出典等をもとに自社作成

225 産業革命の変遷 表 自社作成

225 世界の株式時価総額トップ10企業の変化 表 Financial Times Global 500
Forbs Global 2000

Financial Times
Forbs

左記出典等をもとに自社作成

225 GAFA4社の事業別売上高 グラフ 情報通信白書 総務省 2023年 左記出典等をもとに自社作成

226 国際金融のトリレンマの関係 表 自社作成

227 アメリカの相手国別貿易収支 グラフ Direction of Trade Statistics IMF 左記出典等をもとに自社作成

227 新型コロナウイルス感染症対策でロックダウン（都市封鎖）
中のニューヨーク・タイムズスクエア

写真 ゲッティ・イメージ
ズ・セールス・ジャパ
ン合同会社

1219327320

227 クズネッツ曲線 図 左記出典等をもとに自社作成
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228 温暖化による海面上昇によって消滅するおそれのある島と、
内陸部に集団移転する先住民を乗せた船

写真 ㈱アフロ 255339387

228 酸性雨の影響で立ち枯れた森林 写真 ㈱アフロ 26510383

228 南極上空のオゾンホールの推移 写真 気象庁

228 問題群としての地球環境問題 図 環境白書 環境省 2001年 左記出典等をもとに自社作成

229 世界の二酸化炭素排出量 グラフ エネルギー・経済統計要覧 日本エネルギー研究所 2020年 左記出典等をもとに自社作成

229 おもな国の一日あたり二酸化炭素排出量 グラフ エネルギー・経済統計要覧 日本エネルギー研究所 2020年 左記出典等をもとに自社作成

229 地球環境問題関連年表 年表 自社作成

230 京都議定書とパリ協定 表 自社作成

230 市場メカニズムを活用した排出削減のしくみ 図 自社作成

231 エネルギーの分類 表 自社作成

231 おもなエネルギー資源の分布と消費量 地図 Statistical Review of World Energy
World Energy Balances

Energy Institute
IEA

2024年
2021年

左記出典等をもとに自社作成

232 世界の一次エネルギー消費量の増加と地域別内訳の推移 グラフ Statistical Review of World Energy Energy Institute 2021年 左記出典等をもとに自社作成

232 福島第一原子力発電所の事故の様子 写真 ㈱アフロ 12522974

233 おもな国の電力消費量に占める再生可能エネルギーの割合 グラフ World Energy Statistics IEA 2021年 左記出典等をもとに自社作成

233 日本の一次エネルギー供給の推移 グラフ 総合エネルギー統計 資源エネルギー庁 左記出典等をもとに自社作成

234 地域別の人口推移と予測 グラフ World Population Prospects United Nation
Population Division

2022年 左記出典等をもとに自社作成

234 ハンガーマップ 地図 Food Security Indicators
Hunger Map

FAO
WFP

左記出典等をもとに自社作成

235 おもな国の相対的貧困率 グラフ OECD stat OECD 左記出典等をもとに自社作成

235 遠く離れた水源の水を自宅へ運ぶ女性たち 写真 ゲッティ・イメージ
ズ・セールス・ジャパ
ン合同会社

1025556590

235 スラムと高層ビル群 写真 ㈱朝日新聞社 P230614001505

235 先進国と発展途上国の指標 グラフ The State of World Children
World Development Indicators
Porvety and Shared Prosperity

UNICEF
The World Bank
The World Bank

2023年

2022年

左記出典等をもとに自社作成

236 国際移民のおもな送り出し国、受け入れ国（上位10か国）と
日本

表 International Migrant Stock United Nation
Population Division

2019年 左記出典等をもとに自社作成

236 おもな先進国の人口に占める移民の割合の推移 グラフ International Migrant Stock

National Accounts - Analysis of
Main Aggregates

United Nation
Population Division
United Nation
Statistic Division

2019年 左記出典等をもとに自社作成

236 現住地域別の国際移民の推移 グラフ International Migrant Stock United Nation
Population Division

2019年 左記出典等をもとに自社作成

236 日本の国籍別の在留外国人数の推移と在留資格別の割合 グラフ 在留外国人統計 法務省 各年 左記出典等をもとに自社作成

237 グラミン銀行からの融資を返済する女性たち 写真 ㈱共同通信イメージズ 2006101300291

237 サブスクリプション形式で利用できるエアコン 写真 ダイキン工業㈱

237 人間開発指数（HDI）からみた世界 地図 Human Development Report UNDP 2019年 左記出典等をもとに自社作成

238 国連持続可能な開発サミットでのSDGsの採択 写真 ㈱アフロ 113476849

238 持続可能な開発目標（SDGs）の17の目標 写真 国連広報センター

239 国連総会で演説する国際刑事裁判所（ICC）の赤根智子所長 写真 UN Photo

239 世界の名目GDP上位10か国とそのシェアの推移 グラフ World Development Indicators The World Bank 左記出典等をもとに自社作成

240 タイトルイラスト（「国際社会」とかかわる） 挿絵 自社作成

240 アルバイトの研修を受ける外国人 写真 ㈱朝日新聞社 P180607000279

240 タクシーの外国人ドライバー 写真 ㈱朝日新聞社 P231222000782

240 外国人などを対象とした東京都立高校の入試案内（表紙） 写真 東京都教育委員会

240 外国人などを対象とした東京都立高校の入試案内（中面） 写真 東京都教育委員会

241 東京都大田区の外国人向け多言語情報誌 写真 ㈱朝日新聞社 P210419000251

241 「やさしい日本語」への言いかえの例 表 自社作成

241 大規模な衣料品店 写真 ㈱時事通信フォト 7225209

241 衣料品店の工場 写真 ㈱アフロ 93468036

242 この章の学習のしかた 図 自社作成
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243 海氷を移動するホッキョクグマ 写真 サイネット㈱ SPE2YHDHW5

243 国連の気候変動サミットに合わせて行われた「グローバル気
候マーチ」の様子（東京都渋谷区）

写真 ㈱アフロ 112942744

243 国連の気候変動サミットに合わせて行われた「グローバル気
候マーチ」の様子（ドイツ・フランクフルト）

写真 ㈱共同通信イメージズ 2019092709057

243 山火事で被害を受けたハワイ・マウイ島の街並み 写真 ㈱共同通信イメージズ 2023081706670

244 外国人などを対象とした防災講座の様子 写真 ㈱共同通信イメージズ 2025011507255

244 移民統合政策指数（MIPEX）の国際比較 グラフ Migrant Integration Policy Index MIPEX 左記出典等をもとに自社作成

245 日本における在留外国人の権利・義務 表 自社作成

245 外国人住民が生活でわからなくて困っていることや知りたい
情報

グラフ 大阪市外国人住民アンケート調査報告
書

大阪市 2020年 左記出典等をもとに自社作成

246 気候変動枠組み条約の締約国会議でスピーチをするグレタ・
トゥーンベリ氏

写真 ㈱アフロ 118327777

246 二酸化炭素排出量と平均気温の平年値との差の変化 グラフ 環境統計集 環境省 左記出典等をもとに自社作成

246 地球の気温変化と将来予測 グラフ IPCC第6次評価報告書 IPCC 左記出典等をもとに自社作成

247 日本の部門別二酸化炭素排出量の推移 グラフ 日本の部門別二酸化炭素排出量の推移 温室効果ガスインベン
トリオフィス

左記出典等をもとに自社作成

247 日本の家庭からの二酸化炭素排出量 グラフ 家庭からの二酸化炭素排出量 温室効果ガスインベン
トリオフィス

左記出典等をもとに自社作成

248 れんが工場で働く子どもたちの様子 写真 ㈱アフロ 199208493

248 1日2.15ドル未満で暮らしている人口の割合の推移 グラフ World Development Indicators The World Bank 左記出典等をもとに自社作成

248 フェアトレード認証製品の市場規模の国際比較 グラフ Annual Report Fairtrade
Intemational

2018年 左記出典等をもとに自社作成

249 貧困・豊かさの要素とその相互関係 図 貧困削減ガイドライン OECD/DAC 2001年 左記出典等をもとに自社作成

249 「人間の安全保障」の考え方 図 外交青書 外務省 2015年 左記出典等をもとに自社作成

250 自動配送ロボットの実証実験 写真 ㈱朝日新聞社 P240301000985

250 ビートルズ「ナウ・アンド・ゼン」のレコード 写真 ㈱アフロ 234490232

250 おもな生成AIサービスの種類と機能 表 情報通信白書 総務省 2024年 左記出典等をもとに自社作成

251 営業運転を開始した完全自動運転のバス 写真 ㈱共同通信イメージズ 2024122506539

251 自動運転のレベル分け 表 自社作成

251 EUの「AI法」によるリスクの分類 図 情報通信白書 総務省 2024年 左記出典等をもとに自社作成

252 イスラエルがパレスチナとの間に築いた分離壁 写真 ㈱時事通信フォト 64302054

252 イスラエルとパレスチナ 地図 Humanitarian Atras OCHA 左記出典等をもとに自社作成

252 イスラエル軍による攻撃で破壊された病院 写真 ㈱時事通信フォト 79243079

253 パレスチナ問題関連年表 年表 自社作成

254 ノルウェー・オスロの高校で出前授業を行う、日本の「高校
生平和大使」

写真 ㈱共同通信イメージズ 2024120907744

254 2024年の日本のSDGs17目標別の達成度 表 Sustainable Development Report 2024 SDG Transformation
Center

2024年 左記出典等をもとに自社作成

255 社会参加のおもな方法 表 自社作成

262-263 世界の現状 地図 World Development Indicators The World Bank 左記出典等をもとに自社作成

264-265 世界の出来事、日本の出来事 年表 自社作成

264 サンフランシスコ平和条約調印 写真 ㈱時事通信フォト 564920

264 第1回アジア・アフリカ会議 写真 ㈱アフロ 26691274

264 東京オリンピックの開会式 写真 ㈱アフロ 6441175

264 チェルノブイリ原子力発電所事故 写真 ㈱時事通信フォト 55446276

264 国鉄民営化の式典 写真 ㈱共同通信イメージズ 2009090800105

265 国連環境開発会議 写真 ㈱時事通信フォト 628196

265 地下鉄サリン事件 写真 ㈱共同通信イメージズ 2006050100077

265 ユーゴスラビア紛争 写真 ㈱時事通信フォト 59113030

265 東日本大震災 写真 ㈱アフロ 70121462

265 イギリスのEU離脱 写真 ㈱時事通信フォト 33846009

265 ロシア連邦によるウクライナ侵攻 写真 ㈱アフロ 182112967

266 国連持続可能な開発サミットでのSDGsの採択 写真 ㈱アフロ 113476849

266 自動配送のロボット 写真 ㈱朝日新聞社 P240301000985

266 子育て支援施設で行われるイベントの様子 写真 ㈱共同通信イメージズ 2021111006582
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266 ロシア連邦によるウクライナ侵攻に抗議する人々 写真 ゲッティ・イメージ
ズ・セールス・ジャパ
ン合同会社

1247485886

266 研修を受けるコンビニの外国人アルバイト 写真 ㈱朝日新聞社 P180607000279

266 性の多様性を象徴するレインボーフラッグを掲げるパレード 写真 ㈱アフロ 186601040

備考４の内容について確認しました。☑

（備考）１　「申請図書」の欄については次のとおりとする。
　　　　　①　「ページ」の欄には、引用又は新たに作成した教材や資料等の申請図書における掲載ページを示す。
　　　　　②　「名称」の欄には、引用した教材や資料等の申請図書における名称を示す。
　　　　　③　「種別」の欄には、国語教材、楽譜、写真、図、挿絵、表、グラフ、地図などの別を示す。
　　　　２　「出典」の欄については次のとおりとする。
　　　　　①　出典が一般図書の場合は、当該図書の名称（版次を含む。）、掲載ページ、著作者・編集者等、発行者及び発行年次を各欄に示す。
　　　　　②　出典が定期刊行物の場合は、発行年次等欄に巻号、発行月日等を示す。
　　　　　③　出典が図書でない場合には、備考欄に資料提供者や保有者の氏名又は名称、及び当該資料に付された整理番号等を示すなど、出典を確認することが可能な情報を記入する。
　　　　３　出典を基に申請図書の発行者が改変を行った場合又は新たに作成を行った場合は、「備考」欄にその旨を示す。
　　　　４　（１）写真等については、肖像権等の権利処理を必要に応じて行うこと。
　　　　　  （２）著作物の掲載に当たっては、著作権法第33条に基づき、掲載する旨を著作者に通知するとともに、補償金を著作権者に支払う必要があることに留意すること（別途契約を締結する場合を除く）。
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別紙様式第24号

番号 ページ 種別 参照先 ＵＲＬ 概要

1 5
URL

二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙1添付

2 8
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙2添付

3 12
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙2添付

4 17
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙23添付

5 18
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙2添付

6 21
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙2添付

7 24
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙2添付

8 29
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙3添付

9 34
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙3添付

10 46
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙3添付

11 52
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙4添付

12 56
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙4添付

13 60
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙4添付

14 66
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙4添付

15 70
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙5添付

16 74
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙5添付

17 78
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙5添付

18 83
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙23添付

19 86
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙7添付

20 88
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙7添付

21 94
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙8添付

22 96
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙8添付

23 100
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙8添付

24 105
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙8添付

25 109
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙8添付

26 117
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙23添付

27 118
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙8添付

28 123
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙9添付

29 128
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙9添付

30 132
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙10添付

申　請　図　書 学　習　上　の　参　考　に　供　す　る　情　報
備　考

ウェブサイトのアドレスの掲載箇所一覧表
（日本産業規格Ａ列４番）



31 135
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙10添付

32 138
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙10添付

33 140
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙11添付

34 143
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙23添付

35 144
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙11添付

36 151
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙23添付

37 152
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙11添付

38 159
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙23添付

39 160
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙13添付

40 178
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙15添付

41 180
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙15添付

42 182
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙15添付

43 186
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙16添付

44 190
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙16添付

45 194
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙16添付

46 197
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙16添付

47 200
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙16添付

48 204
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙16添付

49 210
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙18添付

50 215
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙18添付

51 221
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙18添付

52 224
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙19添付

53 228
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙19添付

54 231
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙19添付

55 234
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙19添付

56 241
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙23添付

57 242
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙21添付

58 257
二次元
コード

自社 自社ページURL コンテンツリスト 別紙22添付
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➡別紙 2-1

➡別紙 2-1

➡別紙 2-2

➡別紙 2-1

➡別紙 2-1

➡別紙 2-3
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別紙 2-1



別紙 2-2



別紙 2-3



　①三つの民主主義論について、それぞれの特徴と、長所・短所をまとめてみよう。　

参加民主主義論 競争的民主主義論 熟議民主主義論

別紙 2-4



別紙 3

➡別紙 2-1

➡別紙 3-1

➡別紙 2-1

➡別紙 2-1

➡別紙 3-3

➡別紙 2-1

➡別紙 3-2

➡別紙 3-4

➡別紙 3-5



別紙 3-1



別紙 3-2



別紙 3-3



　①インターネットの普及がもたらした
人権侵害の事例を具体的にあげてみよう。
　

インターネットの
普及がもたらした
人権侵害の事例

別紙 3-4
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別紙 4

➡別紙 2-1

➡別紙 2-1

➡別紙 4-1

➡別紙 4-2

➡別紙 4-3

➡別紙 4-4

➡別紙 4-5

➡別紙 4-7

➡別紙 4-8

➡別紙 4-9

➡別紙 4-10

➡別紙 4-11

➡別紙 4-12

➡別紙 2-1

➡別紙 2-1

➡別紙 4-6

➡別紙 2-1



別紙 4-1



別紙 4-2



別紙 4-3



　①議会へのクオータ制導入によって期待できる効果について、三つの観点から考えてみよう。　

立案される政策

人々の意識

その他

別紙 4-4



別紙 4-5



別紙 4-6



別紙 4-7



別紙 4-8



別紙 4-9



別紙 4-10



別紙 4-11



別紙 4-12



別紙 5

➡別紙 2-1

➡別紙 2-1

➡別紙 5-1

➡別紙 2-1

➡別紙 2-1

➡別紙 5-4

➡別紙 5-2

➡別紙 5-3

➡別紙 5-5

➡別紙 5-6



別紙 5-1



別紙 5-2



別紙 5-3



別紙 5-4



別紙 5-5



　①自分が日本の「政治の座標軸」として
重視するものを足の部分に書き出し、その
うち縦軸と横軸にするものを選んでみよう。

　

日本の「政治の座標軸」
（縦軸） （横軸）

別紙 5-6



別紙 6

➡別紙 6-1



別紙 6-1



別紙 7

➡別紙 2-1

➡別紙 7-1

➡別紙 2-1

➡別紙 2-1

➡別紙 7-2



別紙 7-1



　実在する企業を一つあげ、その企業にとって必要な「資本」を、重要度に従って上から並べてみよう。　

重要である

重要でない

企業名：

別紙 7-2



別紙 8

➡別紙 2-1

➡別紙 2-1

➡別紙 8-1

➡別紙 8-2

➡別紙 8-3

➡別紙 8-4

➡別紙 8-5

➡別紙 8-6

➡別紙 8-7

➡別紙 8-8

➡別紙 8-9

➡別紙 8-10

➡別紙 8-12

➡別紙 8-13

➡別紙 8-14

➡別紙 8-15

➡別紙 8-16

➡別紙 8-17

➡別紙 8-18

➡別紙 8-19

➡別紙 8-20

➡別紙 8-21

➡別紙 8-22

➡別紙 2-1

➡別紙 2-1

➡別紙 2-1

➡別紙 8-11

➡別紙 2-1

➡別紙 2-1



別紙 8-1



別紙 8-2



別紙 8-3



別紙 8-4



別紙 8-5



　①ESG投資の具体例を、E・S・Gの
各側面ごとにあげてみよう。
（二つ以上の項目に該当するものは、
  円が重なる部分に置こう。）

　 E（Environment）
　…環境

G（Governance）
　…ガバナンス

S（Social）
　…社会

別紙 8-6



別紙 8-7



別紙 8-8



別紙 8-9



別紙 8-10



別紙 8-11



別紙 8-12



別紙 8-13



別紙 8-14



別紙 8-15



別紙 8-16



別紙 8-17



別紙 8-18



別紙 8-19



別紙 8-20



別紙 8-21



　①直接税と間接税のメリットとデメリットをまとめてみよう。　

メリット

直
接
税

間
接
税

デメリット

別紙 8-22



別紙 9

➡別紙 2-1

➡別紙 2-1

➡別紙 9-1

➡別紙 9-2

➡別紙 9-3

➡別紙 9-4

➡別紙 2-1



別紙 9-1



別紙 9-2



別紙 9-3



　格差が拡大する原因と、それに対して考えられる対策をあげてみよう。また、その対策に伴う問題点も考えてみよう。　

原因

（例）十分な教育を受けられないことで
　　職業の選択肢が狭まり、
　　所得が低くなってしまう。

（例）高校や大学の学費を無償化し、
　　教育の機会の不平等をなくす。

（例）国の財政赤字が拡大してしまう。

対策 問題点

別紙 9-4



別紙 10

➡別紙 2-1

➡別紙 2-1

➡別紙 2-1

➡別紙 10-1

➡別紙 2-1



別紙 10-1



別紙 11

➡別紙 2-1

➡別紙 11-1

➡別紙 2-1

➡別紙 2-1

➡別紙 2-1➡別紙 2-1

➡別紙 11-5

➡別紙 11-4

➡別紙 11-6

➡別紙 11-3

➡別紙 11-2



別紙 11-1



別紙 11-2



別紙 11-3



　①男女の賃金格差の背景にあると考えら
れるものを、足の部分に書き出してみよう。
　

男女の賃金格差

別紙 11-4
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